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第２８回原子力委員会定例会議議事録 

 

１．日 時  平成２７年７月２１日（火）９：３０～１２：００ 

 

２．場 所  中央合同庁舎第８号館 ５階共用Ｃ会議室 

 

３．出席者  内閣府原子力委員会 

        岡委員長、阿部委員、中西委員 

       原子力規制庁 

        粂川泰一保障措置室長 

       一般社団法人日本原子力産業協会 

        特任フェロー 服部拓也氏 

       内閣府原子力政策担当室 

        中西次長、室谷参事官、横井参事官補佐 

 

４．議 題 

 （１）我が国における２０１４年の保障措置活動の実施結果及び国際原子力機関（ＩＡＥ 

    Ａ）による「２０１４年版保障措置声明」の公表について（原子力規制委員会原子力 

    規制庁） 

 （２）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所の原子炉設置変更許可 

    （ＦＣＡ（高速炉臨界実験装置）施設の変更）について（答申） 

 （３）我が国のプルトニウム管理状況について 

 （４）原子力利用の「基本的考え方」について 

    （一般社団法人日本原子力産業協会 特任フェロー 服部拓也氏） 

 （５）その他 

 

５．配付資料 

 （１）我が国における２０１４年の保障措置活動の実施結果及び国際原子力機関（ＩＡＥ 

    Ａ）による「２０１４年版保障措置声明」の公表について 
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 （２）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所の原子炉設置変更許可 

    （ＦＣＡ（高速炉臨界実験装置）施設の変更）について（答申） 

 （３）我が国のプルトニウム管理状況 

 （４）原子力委員会「基本的考え方」に期待するもの・・・信頼回復、国際展開、人材育 

    成・・・ 

（５）第２１回原子力委員会定例会議議事録 

 

参考資料 

 （２－１）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所の原子炉設置変更許 

    可（ＦＣＡ（高速炉臨界実験装置）施設の変更）に関する意見の聴取について 

 （２－２）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所原子炉設置変更許可 

    申請（ＦＣＡ（高速炉臨界実験装置）施設の変更）の概要について 

 （２－３）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所原子炉設置変更許可 

    申請書（ＦＣＡ（高速炉臨界実験装置）施設の変更） 

 （４－１）原子力人材育成の課題と今後の対応－原子力人材育成ロードマップの提案－ 

 （４－２）一般社団法人日本原子力産業協会パンフレット 

 

６．審議事項 

（岡委員長）それでは、時間になりましたので、ただいまから第２８回原子力委員会を開催い

たします。 

  本日の議題は、一つ目が、我が国における２０１４年の保障措置活動の実施結果及び国際

原子力機関による「２０１４年版保障措置声明」の公表について。二つ目が、国立研究開

発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所の原子炉設置変更許可（ＦＣＡ（高速炉

臨界実験装置）施設の変更）について（答申）。三つ目が、我が国のプルトニウム管理状

況について。四つ目が、原子力利用の「基本的考え方」について、五つ目が、その他です。 

  まず、一つ目の議題について事務局から御説明をお願いします。 

（室谷参事官）ありがとうございます。まず、一つ目の議題でございます。我が国における２

０１４年の保障措置活動の実施結果及び国際原子力機関（ＩＡＥＡ）による「２０１４年

版保障措置声明」の公表について、本日は原子力規制委員会原子力規制庁の粂川保障措置

室長にお越しいただいております。 
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  御説明、どうぞよろしくお願いいたします。 

（粂川室長）おはようございます。原子力規制庁保障措置室長を務めております粂川でござい

ます。資料１号に基づきまして、御説明申し上げます。 

  まず、背景といたしまして、ＩＡＥＡの事務局は、毎年１年間に行いました保障措置活動

の結果を翌年６月のＩＡＥＡ理事会に報告いたします。その報告書の一部が理事会の承認

を受けまして公表されます。今回の報告は、この公表内容を我が国における保障措置活動

の実施結果にあわせて報告させていただくものでございます。 

  本年の３月に２０１３年の保障措置活動の実施結果に関して、この原子力委員会のほうで

御報告させていただきました。今回は２０１４年の実施結果に関するものでございます。

なお、原子力規制委員会のほうには、この資料にございますとおり、７月１日に報告を行

っております。 

  まず、１ポツでございます。我が国における２０１４年の保障措置活動の実施結果という

ことでございます。まず、背景といたしまして、我が国は核不拡散条約に加盟し、同条約

のもとで、ＩＡＥＡと締結した保障措置協定、加えて同協定の追加議定書に基づきまして、

ＩＡＥＡの保障措置を適用する義務を負っております。また、１３の国及び二つの国際機

関との間でも、２国間の原子力協力協定を締結し、これらの協定に基づく核物質の管理等

を行う義務を要しております。 

  原子力規制委員会は、これらの協定等に規定される国際約束を実施するために、原子炉等

規制法に基づきまして、保障措置検査等の実施を含む国際規制物資の使用に関する規制を

行っています。今回、まず１ポツで御説明させていただくのは、この保障措置活動の結果

ということになります。 

  まず、保障措置の実施の基本は計量管理を行って、その報告をＩＡＥＡに行うということ

でございます。これは先ほど申し上げましたとおり、原子炉等規制法に基づいて実施して

おるわけでございますけれども、２０１４年につきましては２，０４３の事業所等から４，

６４７件の計量管理に関する報告の提出がございました。これに基づいて、ＩＡＥＡに対

する申告を行っているわけでございます。ＩＡＥＡは我が国からの申告をもとに国の立会

いのもとに査察等を実施しております。これらの詳細なデータにつきましては、１枚めく

っていただきまして、３ページ、ページは振ってございませんけれども、別紙１という横

長の表がございます。こちらをもとに御報告させていただきます。 

  先ほど施設等の数と、計量管理に関する報告について御説明申し上げました。まず施設等
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の数ですけれども、表が①と②、上下にございますが、①、上のほうの表を御覧ください。

この表の左側のほうに、施設等の数というのが、左から二つ目のところにございます。下

のところに合計というふうにございまして、上が２，０４３、括弧の中に２，０３５とご

ざいます。２，０３５というのは昨年、２０１３年の数字でございまして、それから若干

施設等が増えているということになります。これは総計でございまして、横に、上から製

錬、加工、試験研究用等原子炉、実用発電用原子炉等、区分がございます。これは原子炉

等規制法の関連法令上の規制区分ということで、これがそれぞれの内訳になっているとい

うことでございます。 

  この施設等の数は若干増えておりますけれども、この増加というものは、この規制区分で

いいますところの一番下の、非原子力利用の国際規制物資使用者というのが増えていると

いうことが主な原因でございます。 

  同様に計量管理に関する報告でございますけれども、一番この表の右側を御覧ください。

計量管理に関する報告ということで、上から２段目にございますけれども、内訳、合計と

いうのが左にあって、在庫変動報告、物資収支報告、実在庫明細表、これはＩＡＥＡに提

出する報告書の種類を示しておりますが、この合計というのが左にございます。先ほど申

し上げました４，６４７というのは、この計量管理に関する報告でございます。これも昨

年から比べると増えているという状況にありまして、この増えている原因も先ほどと同様、

非原子力利用の国際規制物資の使用者からの提出が増えているということでございます。

ちなみに、この報告の種類、在庫変動報告等は非常に詳細な報告をＩＡＥＡに提出すると

いうことでございますけれども、この大多数の非原子力利用の国際規制物資使用者の報告

というのは、年２回の簡便な形態になっておりまして、それから集計した結果を１年に１

回、まとめてＩＡＥＡに出すという形になってございます。 

  この同じく１の表には、査察、国内的には保障措置検査と申しますけれども、こちらの活

動の結果を中ほどのところで示してございます。前年２０１３年の保障措置検査の実績と

いうものが、合計の一番下のところにございますが、括弧の中に２，２１７人日というこ

とでございます。２０１４年につきましては、１，９５５人日ということで、若干の減少

を見ております。先ほどと同様、非原子力利用の国際規制物資使用者には、査察がかかっ

ていないということから、対象外という形になっております。 

  また、施設の数と保障措置検査実績というのを比べていただきますと、施設の数と保障措

置検査実績というのは比例関係になくて、例えば再処理等を御覧いただきますと、施設の



－5－ 

数に比べて保障措置検査というのが非常に多くなっているということが御覧いただけるか

と思います。これは保障措置の実施の仕方というものが、その施設の中にある核物質の形

態や量といったものに大きく規定されるということによるものでございます。 

  また、保障措置検査は、国の職員と指定保障措置検査等実施機関という、二つの欄がござ

いますけれども、国の職員といいますのが、我々のおります保障措置室のメンバーによっ

て行われるものということでございまして、指定保障措置検査等実施機関というのは、炉

規法に基づいて核物質管理センターが特別にこの保障措置検査を行うことができるという

ことになっておりまして、そちらのほうで行っている検査の人日をそれぞれ区分して計上

しているものでございます。この保障措置検査に関しましては、大多数のその保障措置検

査が核物質管理センターによって行われるという形態になってございます。 

  その下の②の表でございますけれども、これは査察以外の現場検認業務の実績を示してお

ります。大きく分けて二つ、設計情報の検認・検査というものと、補完的なアクセスとい

うものがございます。設計情報検認・検査というのは、査察と同様、保障措置検査協定に

基づく現場の立入りの活動でございます。補完的アクセスというのは、保障措置協定の追

加議定書に基づくものでございまして、未申告の核物質や、原子力活動がないことを検認

するために、査察等に立ち入るところより更に広い場所にＩＡＥＡが立ち入ることができ

るという権限に基づいて行うものでございます。 

  この設計情報の検認・検査は基本的には当室のメンバーが行くという形になっておりまし

て、補完的アクセスについては、当室のメンバー及び外務省が共同してＩＡＥＡとともに

立ち入るという形態になってございます。 

  こちらも回数と検査等実績というのは人日ということで示されております。あわせて設計

情報の検認・検査と、補完的なアクセス合わせて、１４１人日が２０１４年に費やされて

おります。先ほどの１，９５５人日と合わせて２，０９６人日が現場の検認活動として費

やされているということになってございます。 

  １枚めくっていただきまして、次、別紙２にまいりますが、こちらが我が国における保障

措置の対象となる核燃料物質の在庫量と移動量を示したものでございます。①は昨年１年

間の移動量と、年末時点での在庫量、これはそれぞれの施設の区分の下に括弧で示してお

りますが、を示しているものでございます。この①の図に関しましては、施設の区分は原

子炉等規制法上の区分ではなくて、核燃料物質の流れがわかりやすいように、核燃料サイ

クルの段階にあわせてまとめてございます。 
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  次、②でございますが、原子炉等規制法上の規制区分別の核燃料物質の在庫量というもの

でございます。こちらは昨年末現在の核燃料物質の在庫量を、原子炉等規制法の規制区分

に沿って集計したものでございます。原子力委員会のほうでは、我が国のプルトニウム管

理状況についての御報告を本日なされると伺っておりますけれども、こちらで集計してお

ります例えばプルトニウムというものについては、分離、非分離の区別せずに、使用済燃

料中に含まれているようなプルトニウムを合わせて集計しているものでございます。また、

濃縮ウランについても、濃縮度、高濃縮ウランとか、そういった区分にこだわらず、全体

として集計しているものでございます。この表、毎年、報告させていただいているという

ことで、これも２０１４年にアップデートしたものでございますけれども、読み取れると

ころといいますと、昨年と比べてごくわずかでございますけれども、プルトニウムの量等

が増えてございます。原子炉がとまっているのになぜプルトニウムが増えるのかという御

質問もあるかもしれませんが、これについては以前に原子炉で照射されて、燃料中に既に

生成していたプルトニウムが、計量管理上の手続で２０１４年中に新たに計上されたとい

うことによるものでございます。 

  また、先ほどの①のサイクル図では、劣化ウラン等については輸入等が全然ございません

けれども、昨年に比べると劣化ウランが増えているということがございます。こういった

ところについても、規模はかつてに比べると小さいんですが、濃縮活動等が行われている

というような結果が、この大きな原因でございます。原子炉がとまっているということも

ございまして、全体として震災前と比較して核燃料物質の変動が少ないという状態が継続

してございます。 

  次、③の表でございます。二国間原子力協力協定等に基づく国籍区分別の核燃料物質の在

庫量という表でございます。これは二国間原子力協定の相手国ごとに、国籍管理を行う核

燃料物質の量を示したものでございます。同じ核燃料物質に複数の国籍、例えばアメリカ

とカナダとか、そういった国籍が重複して付与される場合がございます。そのためにこれ

らの表を縦に合計しても、②の表とは一致しないという状況で、横の行だけでそれぞれの

国籍にどれだけの核物質が管理しなくてはいけないかという形になっているかということ

を御覧いただくための表でございます。 

  １ページに戻っていただきまして、中ほどから御説明を続けさせていただきます。先ほど

来、御報告申し上げましたのが全体的な話でございますけれども、２０１４年中の保障措

置のトピックといたしましては、東京電力株式会社の福島第一原子力発電所における保障
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措置というものが、一つのトピックかと考えてございます。同原子力発電所におきまして

は、廃炉作業の進捗にあわせた保障措置活動が行われております。具体的には４号機から

６号機及び共用プール等にある核物質に対しては、もう通常査察が行われております。特

に２０１４年につきましては、４号機及び５号機において再検認が終了するということで、

ここに挙げております４号機から６号機及び共用プールにおける全ての核物質についての

再検認が終了するという状況になってございます。 

  他方、残る１から３号機につきましては、放射線線量が高いとか、そういったこともござ

いまして、通常の保障措置活動が非常に難しい、接近することが難しいという状況が続い

ております。このような号機に対しましては、核物質の未申告の持ち出し等がないことが、

ＩＡＥＡのほうで独立に確認できるように、原子炉建屋外に設置された監視システム等に

よる確認というのが、２０１４年に行える体制が整備されております。また、これらに加

えて、使用済燃料プールの貯蔵容量、貯蔵キャスクの使用状況が申告どおりであるという

ことなどを確認する活動というようなことを通して、ＩＡＥＡはこの１から３号機につい

ても、核物質がＩＡＥＡが知られない形で持ち出されることはないということを確認する

という状況をつくっております。 

  それから下のところは、昨年の報告でも御報告した内容とほぼ同じような内容になります

けれども、我が国の保障措置活動というものは、ＩＡＥＡと一緒に査察に入るということ

で、そこで試料を採取いたしますけれども、そういった試料の分析というものも国内で行

っているということで、ＩＡＥＡとの比較の結果、分析結果に差異がないことを確認して

おります。 

  また、日本原燃株式会社では、六ヶ所村にＭＯＸ燃料加工施設を現在建設中でございます

けれども、こちらのほうで大量のプルトニウムを含む核物質を扱うということで、高精度

の計量管理ができるようなシステムを含めた保障措置のシステムというのを、今、開発・

導入するということで、準備が進められております。２０１４年についても、ＩＡＥＡ及

び我が国が用いる機器の開発等を実施しております。 

  また、保障措置の強化ということで、非常に強力な手段として環境試料の分析というもの

が行われておりまして、これはＩＡＥＡのウイーン郊外にあるサイバースドルフの研究所

を中核として、各国の能力のある分析場がネットワークを組んで各国において採取される

環境試料というものを分析するという活動に我が国も参加しておりまして、日本原子力研

究開発機構の高度環境分析研究棟、ＣＬＥＡＲと申しますけれども、そちらのほうで国外
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で採取された環境試料を４９件分析してございます。 

  以上が国内における実施の結果ということでございます。 

  １ページめくっていただきまして、２ページ目なんですけれども、こちらはＩＡＥＡによ

る２０１４年の保障措置声明ということで、これは先ほど申し上げました毎年の保障措置

声明の結果でございます。ポイントといたしましては、我が国については２００３年以降、

連続して全ての核物質が平和的活動にとどまっている。すなわちこれを拡大結論と申しま

すけれども、これが導出されているということになります。このような拡大結論が得られ

ている国というのは、２０１４年につきまして６５カ国ということで、昨年より２カ国、

カザフスタンとベトナムについても、新たに導出されたという状況になってございます。 

  ３ポツでございますが、海外への発信ということで、このような形で我が国はＩＡＥＡの

保障措置活動を含む二国間協定の誠実な履行というものを行って、国際約束を果たしてい

るわけですが、ＩＡＥＡからもこのような形で客観的な評価結果が示されているところで

ございますけれども、我が国のみずからの取組をダイレクトに発信していこうということ

で、ホームページでの公表というようなことも考えておりまして、本資料の別紙データに

ついては、近いうちにホームページで公表したいと考えております。 

  以上でございます。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  それでは、質疑応答を行いたいと思います。 

  阿部委員からお願いします。 

（阿部委員）ありがとうございました。幾つか質問させていただきたいと思いますが、一つは

この保障措置活動を日本で行って、ＩＡＥＡの査察官に日本側の人が立ち会って、共同で

実施するということでやっていて、この３ページの表にありますように、一部は国の職員

がやっていますけれども、かなりの数は核物質管理センター、公益法人の職員がやってい

るわけで、実際上は数はそっちのほうがかなり多いということで、これは公務員の定数を

常に削減しようというようなプレッシャーがあって、公務員をなかなか使えないというこ

ともあるので、そういう便法でやっているわけですけれども、かなり予算、そもそも人数

は大体ざっとどのぐらい、あるいは管理センターに使わせる予算は年間どのぐらい使って

いますか。これは報告書とはちょっと関係ないので、もし御存じであれば。 

（粂川室長）まず、背景としてのお話は、阿部委員のおっしゃったとおりでございます。追加

議定書の導入、そして六ヶ所再処理工場の稼働といったところで、それに伴う保障措置業
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務というのが増大するということが見込まれたことから、それまでの原子炉等規制法を改

正して、核物質管理センタ―のほうで保障措置検査という形で、定型的な現場検認活動を

実施できるようにするということが背景としてございました。 

  そして、核物質管理センター自身は、約１６０名の職員がいらっしゃいます。そのうち、

保障措置検査を実施できることができるというステータスを持っている方は、約六、七十

名いらっしゃいますが、そのうち、査察検査を専属で行っていらっしゃる方は、３０名ぐ

らいです。 

  予算ですけれども、核物質管理センター全体としての予算は、３０億程度という形になっ

ています。このうちの大半が、国からの保障措置の実施のための交付金、あるいは情報処

理業務、こちらも核物質管理センターのほうでやっていただいています。そういった経費

という形になります。 

（阿部委員）それで、かつ日本の公務員の場合、非常に頻繁に定期異動があって、人材がしょ

っちゅうかわるという意味においては、むしろセンターに必要な人材をプールしておいた

ほうが、人材の専門性が保たれるという意味があるので、むしろいい面もあるかと思いま

すが、一つだけ心配なのは、国家公務員の場合は法律上の守秘義務があって、きょうも私

どもがここで出しているのは、いわゆる公表可能な部分であって、公表できない情報がい

ろいろあるわけですけれども、センターの職員は当然国家公務員ではなくて、民間人です

ね。そうすると、守秘義務はどういうふうにかかっているのか、それから罰則はあるんで

しょうか。 

（粂川室長）まず、守秘義務は核物質管理センターについてもかかっております。これは原子

炉等規制法で、先ほど申し上げました二つの事業で、指定情報処理及び指定保障措置検査

等実施機関という二つのステータスで参画していただいているわけですけれども、こちら

の両方とも業務に関して、守秘義務が特別に炉規法に基づいてかかっておりまして、当然、

それの違反があれば罰則もございます。 

（阿部委員）それでこの内訳で、再処理関連の検査の実績の回数が非常に多いです。これは当

然ながら核拡散の懸念という面では、そこが一番の関心だと。一つの一番大きな関心だと

いうことなんですが。計画ですと、来年の春に六ヶ所の稼働が始まりますよね。そうする

と、この必要な人員、検査の回数なんかもかなり大幅に増えるんでしょうか。それともこ

の八百何十回というのは、もう既にそれがある意味では勘案して実施中の数でしょうか。 

（粂川室長）実際の稼働、これが大きくなるかというのは、今後の推移で決まってくることに
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なると思いますが、実際に稼働するとなりますと、２４時間の直を組んだりとかいった話

になりますので、それに応じてやはり対応する人日というのも増えてくるというところで

ございます。 

（阿部委員）それから５ページの表で、日本にあるウランその他の物質の内訳がありますよね。

ここで、こちらのトリウムに関心があるので、トリウムの量というのがわずかですが、４

トン使用していると書いておりますよね。それで合計は５トンになっていますね。この集

計の四捨五入の誤差によって合計は変わるということは書いておりますけれども、１カ所

しかないのに、何でこの４が５になるのかというのは、素朴な疑問は、どうでしょうか。 

（粂川室長）この表の一番下のところに、ゼロという数字の意味について書いてございますけ

れども、このゼロというのは全くないということではなくて、０．５トン未満の在庫があ

るということを示しております。したがって、使用のほうで四捨五入すると４トンという

ことでございますけれども、それ以外のところで若干存在しているトリウムというのを足

していくと、四捨五入すると、合計で５トンになると、そういうふうに見ていただければ

と思います。 

（阿部委員）この６ページの国別のいわゆる二国間協定の適用される核物質に関する数量です

ね。これを見ると、トリウムはアメリカだけで１トンとなっていますけれども、そうする

と、ここに日本に５トンあるということは、これどこか別のところから来たんですか。そ

れとも国産でしょうか。 

（粂川室長）ちょっと申しわけございませんが、このアメリカ１トン以外の残りの部分という

のが、どこから来たかということについて、すみません、ちょっと手元に情報がないので

わかりかねます。恐縮でございます。 

（阿部委員）それから、次に核燃料サイクルの絵が入った図表ですけれども、日本は今、ウラ

ンは自分で生産していないので、輸入、一番この左側の輸入と輸出ですね。輸入で濃縮ウ

ランがアメリカ、フランス、カザフ、ロシアから輸入と。これはそうなんだろうと思うん

です。以外とこの輸出というのがありますね。日本ななぜこのアメリカとカザフに天然ウ

ランと濃縮ウランを輸出しているんでしょうか。 

（粂川室長）これは、スクラップのウランを海外で再加工というか、処理していただくという

ことで、外国に出しているというものでございます。 

（阿部委員）最後ですけれども、最初の１ページ目、２ページ目の説明で、日本については福

島の事故があったところで、第一原発についても保障措置をどういうふうに実施するかと
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いうことで、国の特異なケースですけれども、事故を起こして溶融してしまった燃料、し

かしながら、それも依然として濃縮ウランその他が入っているわけですね。プルトニウム

も入っているということで、ＩＡＥＡの立場からすると、それもちゃんと計量して、横流

ししていないなということを調べなければいかん。これなかなかまさに放射能のレベルは

高くて近づけないので、難しいところですね。日本側でそこはいろいろ協力して恐らくや

っていて、具体的には少なくとも地上においては運び出しはないと。あるいはそれは管理

されているということで、カメラで監視するということのようですが、なおかつ、いろい

ろＩＡＥＡにおける議論、文献などを見ますと、将来的には地下にある埋設された、ある

いは事故によってこういうふうに意図的ではなく埋設されたような核物質についても、何

らかの形で検証する必要があると。これは将来的には、例えばフィンランドとかスウェー

デンでも、使用済燃料を埋設するわけですけれども、これもある意味では地下に埋設され

たプルトニウムであり、濃縮ウランなわけで、もし悪い人がいればそれを掘り出そうとす

る人もいるかもしれないということで、似たようなものとして福島の溶融燃料、それから

また最近聞いたところでは、カザフスタンの核実験場には大量のプルトニウム、あるいは

高濃縮ウランが実験用に使われて、そのまま放ってあるものがあるということで、そうい

ったものも調べる必要があるということが、いろいろ指摘されているようですが、なかな

かそういうのも調べるのは難しいとは思いますけれども。 

  一つは地下のものについては、私の思いつきですけれども、地下水、排水を調べるという

方法はあるかもしれませんですね。つまり、埋設施設でも実験場でも、カザフスタンはな

かなか難しいかもしれませんが、ネバタも難しいかもしれません。福島の場合は非常にた

くさん水が流れているので、流れてきた水を汚染水という意味で問題になっていますけれ

ども、逆に言うとあれを分析すれば組成がいろいろわかるので、そういった方法で検証す

る方法もあるかもしれませんが、これはＩＡＥＡのこれからの技術開発の問題ですけれど

も、その辺は規制庁がどういうふうにＩＡＥＡと話し合っておられるんでしょうか。 

（粂川室長） 福島の話に関しましては、１、２、３号機についてはその炉の中にある溶融燃

料ですね、それといまだ残っている貯蔵プールにある使用済燃料、こちらが対象という形

になります。現在、先ほども申し上げたようなカメラ、あるいは放射線モニターも今年つ

きましたが、様々な形でこの核物質というのがＩＡＥＡに知られない形で持ち出されてい

ないという形でフリーズするという状況を継続してございます。 

  まず先に、使用済燃料のほうを取り出すという作業が出てくると思いますけれども、こう
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いった使用済燃料というのが取り出されたときに、その使用済燃料というのがＩＡＥＡが

ちゃんとモニターした形でトラックできるという形で、例えば使用済燃料プールへ行くか、

あるいは最終的には貯蔵キャスクのようなものに行くと、既に今、キャスクに入っている

ものもございますけれども、そういった形でＩＡＥＡの知識のもとにずっとあるという状

況をつくっていくということが、必要になるかと思います。 

  溶融した燃料のほうは、更に今難しくて原形をとどめていないというものを、どういうふ

うにするかということもあるかと思いますけれども、そういった物質についても、何らか

の形で小さなケースのようなものに詰めて、それをまた何らかのキャスクのようなもので、

最終的にはＩＡＥＡの保障措置下にずっと置き続けるという形になろうかと考えておりま

す。そういったことを見越して、どういったことができるかという議論、これはＩＡＥＡ

との間で、特別なタスクフォースという会合を設置して、年２回程度なんですけれども、

議論してございます。この廃炉に関する状況をシェアしながら、どういったことが対応を

今後していくべきかということを、そのフェーズにあわせて議論しているものでございま

す。 

（阿部委員）最終的には、これから３０年ぐらいかけて溶融燃料を全部回収すれば、見てくだ

さい、ちゃんと何キロありますねということができるかもしれないですね。アメリカのス

リーマイルのときも、たしか全部溶融燃料を回収していましたよね。アメリカも室谷さん

どうですかね。民生用の炉はたしか保障措置かけていますよね。あれは報告したんですか

ね、アメリカは。 

（室谷参事官）核兵器国の場合は、確かに民生用の施設を選んでＩＡＥＡに対してその報告す

ることができるんですが、スリーマイルアイランドがたまたまそれに選ばれていたかどう

かは承知しておりません。 

（阿部委員）ありがとうございました。 

（岡委員長）中西先生、いかがでしょうか。 

（中西委員）どうも御説明ありがとうございました。ＩＡＥＡによる保障措置の査察が、福島、

それから六ヶ所村、ＪＡＥＡで高い評価を得たということは、よかったと思います。１カ

所、教えていただきたいのは、２ページの最後、なお２００３年以降連続してと書いてご

ざいますが、２００２年まではどういう状況だったのでしょうか。 

（粂川室長）まず、こういう拡大結論というのが導出されるというのが、どういう状況かとい

いますと、この２ページの中ほどに、その判断の根拠というものが示してございます。二
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つありまして、申告された核物質について、平和的な原子力活動からの転用の兆候が見ら

れない。これは申告された核物質という話です。加えて、未申告の核物質又は活動の兆候

も見られない。こういう両方の話がそろって初めて拡大結論というものが得られるという

形になります。この未申告の核物質又は活動の兆候が見られないというのは非常に難しい

話でございます。なぜこのような話を問題にするようになったかという背景としましては、

１９９０年代の初頭に、イラク等で未申告の核開発活動をやっていたという話があって、

そういったことも保障措置ではちゃんと探知できるようにしなくてはいけないということ

で、保障措置の強化・効率化という活動が行われました。その結果、従来の保障措置協定

でできること、そして保障措置協定より更に追加してＩＡＥＡに権限を与えることによっ

てできるもの、これが追加議定書という形で法的権限をＩＡＥＡに与えるという形で実施

されるというものになっております。 

  この追加議定書は、１９９７年５月にそのモデルの文書が採択されて、１９９９年には我

が国でも発行したという状況になっております。ＩＡＥＡはこの全ての権限を生かして、

我が国においてこの未申告活動はないかどうかということも含めて、分析していたわけで

ございます。２００３年に初めてそういった結論が得られたというのは、そういう歴史的

な経緯を踏まえて、２００３年に初めて導出されたと。それ以前になかったのはそういう

理由でございます。 

（中西委員）ありがとうございました。 

  それと小さいことですけれども、３ページの表の原子炉等規制法による事業所、施設等の

数なんですけれども、増えているのが電顕を扱う施設がほとんどとおっしゃったのですが、

一つだけ使用施設の数が減っています。あとは全部数字に変化はありません。この使用施

設は何か理由があったというのではなくて、単にやめたということなんでしょうか。 

（粂川室長）すみません、ちょっとこの５件の減少が何によるものなのか、ちょっと確認をし

ておりませんで、恐縮でございますが。 

（中西委員）以上です。どうもありがとうございました。 

（岡委員長）ありがとうございます。 

  私は国籍、先ほどちょっと御説明があったんですけれども、国籍のお話、あれをもう一遍

御説明いただきたい。これはいろいろな国で濃縮とかいろいろあると、複数の国の国籍を

持つようになるんだと、そういうことだったかと思います。ちょっともう少し詳しく御説

明をいただけるとありがたいんですけれども。 
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（粂川室長）国籍が付与されるというのは、様々な話がありますが、その核物質が供与された、

あるいはある国から供与された設備等を使用して、その核物質が処理された、あるいはそ

の核物質が新たに生産された、あるいはそのある国から技術の提供を受けたと、様々なス

テップで国籍が付与されるということがございます。例えばカナダで生産されたウランが

アメリカで濃縮を受けて日本に来るというような話の場合には、カナダの国籍とアメリカ

の国籍がつくとか、アメリカの技術提供を受けて照射した核燃料にアメリカの国籍がつく

とか、アメリカの国籍がついた核物質と一緒に照射することで、その照射された核物質に

もアメリカの国籍が付与されるといった様々な話がございます。 

  以上のようなことでよろしいでしょうか。 

（岡委員長）ありがとうございます。 

  先生方、ほかにございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

  それでは、どうもありがとうございました。 

  それでは、議題２について、事務局から御説明お願いします。 

（室谷参事官）ありがとうございます。 

  議題２でございます。国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所の原子

炉設置変更許可（ＦＣＡ施設の変更）につきましては、平成２７年７月２日付で原子力規

制委員会より原子力委員会に対し意見照会がございました。平成２７年７月６日に開催し

た第２７回原子力委員会において、事務局である原子力規制庁より、御説明をいただいた

ところでございます。 

  本日はこの意見照会に対する答申につきまして、御審議をお願いいたします。事務局、横

井参事官補佐から御説明をお願いいたします。 

（横井参事官補佐）それでは、よろしくお願いいたします。資料については、資料第２号、あ

と参考資料の２－１から２－３の４種類でございます。 

  本件につきましては、もう既に御案内のとおり、この参考資料の２－１から２－３にござ

いますとおり、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所の原子炉設置

変更許可（ＦＣＡ（高速炉臨界実験装置）施設の変更）につきまして、原子炉等規制法に

基づきまして、原子力規制委員会から原子力委員会に対しまして、２７年７月２日付で意

見照会がなされておりまして、７月６日の原子力委員会定例会議において、原子力規制庁

から説明がなされ、御議論をいただいたというところでございます。 

  少し本件の経緯について、御紹介させていただきますが、昨年４月２２日に開催されてお
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ります第１３回原子力委員会の定例会議におきまして、文部科学省のほうから説明を聴取

しているところでございますけれども、昨年の３月に開催されておりますハーグ核セキュ

リティサミットの開催にあわせて行われております日米首脳の共同声明におきまして、こ

のＦＣＡ施設の高濃縮ウラン、それからプルトニウムについて、全量撤去することなどに

ついて、合意をされているということによるものでございます。共同声明の中では、これ

らの物質を米国に輸送した後、プルトニウムは最終処分に向けた処理がなされ、高濃縮ウ

ランについては低濃縮ウランに希釈され、民生目的に利用されるということになってござ

います。 

  これらの経緯を踏まえまして、原子炉設置者である日本原子力研究開発機構が、これらの

物質を米国エネルギー省に引き渡すための原子炉設置変更許可の申請を、原子力規制委員

会に対して行いまして、今般、原子力規制委員会から原子力委員会に対して意見照会がな

されたというものでございます。 

  それでは、資料第２号といたしまして、本意見照会に対する答申案を事務局で作成してお

りますので、御説明させていただきます。では資料第２号でございます。 

  原子力規制委員会宛。 

  原子力委員会委員長。 

  国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所の原子炉設置変更許可（ＦＣ

Ａ（高速炉臨界実験装置）施設の変更）について（答申）案。 

  平成２７年７月２日付け原規規発第１５０７０２３号をもって意見照会のあった標記の件

に係る核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下、「法」という。）

第２６条第４項において準用する法第２４条第１項第１号に規定する許可の基準の適用に

ついては、別紙のとおりである。 

  裏側にまいります。 

  別紙。 

  国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所の原子炉設置変更許可申請書

（ＦＣＡ（高速炉臨界実験装置）施設の変更）の核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規

制に関する法律第２４条第１項第１号に規定する許可の基準の適用について。 

  本件申請については、最初のポツで、試験研究用等原子炉の使用の目的（臨界実験）を変

更するものではないこと、二つ目、使用済燃料の処分の方法について、原子力の平和的利

用に関する協力のための日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の協定を締結している米
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国のエネルギー省に引き渡すことを追加するのみであること、から試験研究用等原子炉が

平和の目的以外に利用されるおそれがないものと認められるとする原子力規制委員会の判

断は妥当である、でございます。 

  以上でございます。 

（岡委員長）それでは、今のＦＣＡの設置変更許可、それでは御意見ございましたらお願いし

ます。阿部委員からどうぞ。 

（阿部委員）本件は、今説明がありましたように、基本的には例の核セキュリティサミットプ

ロセス、つまり核テロなどに使われないように、危険性の高いプルトニウムと高濃縮ウラ

ン、これはできるだけ世界中に散らばっているものを減らそうと。その意味においては、

日本もそれに協力をして、日本にあるこのプルトニウム、特に兵器級のものであると言わ

れていますが、高濃縮ウラン、これをアメリカに引き渡すということで、集約化を図ると

いうことで、基本的には結構なことで、またそれについて規制委員会から諮問のありまし

た原子力研究開発機構の主用途の枠組みを変更すると、そういう趣旨においてですね、と

いうことも枠組みとしては問題ないと思うんですね。私としては、なおかつその実施に当

たって、アメリカに返還されたプルトニウム、高濃縮ウランが、ちゃんと平和目的に留ま

るということを確保するというのは、これは日本国の責任、関心事項でありますので、そ

の点は大丈夫かなということで、これは説明を伺うと、日米原子力協力協定によってお互

いが相手に提供する核物質は、平和目的にしか使わないということが定められていると。

もちろん、それに基づいて、日本はアメリカから買ってきた濃縮ウランその他は平和目的

に限って使っていると。それを先ほど議論したＩＡＥＡの保障措置が確かめているという

ことなんですが、同じことがこの双務的な協定なので、日本が仮にアメリカへ送ったもの

についても、アメリカはこれは平和目的以外に使わないという義務を負っているというこ

となので、それについても担当の当局から追加的な説明をいただきました。 

  それともう一つは、実際にこれを物理的に運ぶ段階において、これが悪い人の略取の対象

になったり、何らかの危険が及んでは、これはもともとそういうことのないようにアメリ

カへ運ぶわけですけれども、その途中において何かが起こったのではこの意味がないとい

うことで、これも現在、私が関係の部署の方から説明を受けて確認をする途中にあります

ので、全体として私として満足すべき状況にあるというふうに思いますので、きょうの答

申に私としても賛成でございます。 

（岡委員長）中西委員、何かございますでしょうか。 
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（中西委員）特に異論はございません。 

（岡委員長）私も特に意見はございません。 

  それではこれでよろしいでしょうか。どうもありがとうございました。 

  次は議題３、お願いします。 

（室谷参事官）それでは、引き続きまして、議題３、我が国のプルトニウム管理状況について、

引き続き事務局の横井参事官補佐から御説明をお願いいたします。 

（横井参事官補佐）それでは、引き続きまして、我が国のプルトニウム管理状況ということで、

資料は第３号でございます。３号を御覧いただければと思います。 

  さきの議題におきまして、原子力規制庁さんのほうから核燃料物質の在庫量等についての

御説明がございましたけれども、この我が国のプルトニウム管理状況では、再処理施設で

分離されてから、原子炉に装荷されるまでの状態のプルトニウムということで、分離プル

トニウムの量を取りまとめているということになります。今回は平成２６年末時点での国

内外において使用・保管されている分離プルトニウム管理状況につきまして、御説明、御

報告させていただきたいと思います。 

  初めに１ページでございますが、１番、概要というところの（１）プルトニウム管理状況

報告でございます。ここにございますとおり、拡不拡散条約（ＮＰＴ）のもとで、全ての

原子力の物質、活動をＩＡＥＡの保障措置のもとに置いてございまして、特にプルトニウ

ムに関しましては、平和利用を大前提に利用目的のないプルトニウムは持たないという原

則を堅持しているというところでございます。 

  そのため、プルトニウム利用の透明性の向上を図り、国内外の理解を得ることが重要であ

るということから、ＩＡＥＡのプルトニウム管理に関する指針にのっとりまして、国内外

において使用及び保管されているこのプルトニウムの管理状況というものを、平成６年以

降、毎年公表するとともに、ＩＡＥＡに対して報告を行っているというようなところでご

ざいます。 

  続きまして、（２）の分離プルトニウムの管理状況の概要でございます。今回は平成２６

年末時点での管理状況というものを取りまとめてございます。ここではその概要をまとめ

てございますけれども、下にございます表も御参照いただければと思います。 

  平成２６年末時点で、国内外において管理されている我が国の分離プルトニウムの総量に

つきましては、約４７．８トンとなっております。その内訳といたしましては、約１０．

８トンが国内の保管分、約３７．０トンが海外の保管分というふうになってございます。
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海外の保管分につきましては、既に御案内のとおり、我が国の電気事業者が国内の原子力

発電所から発生した使用済燃料を英国、仏国の再処理施設において再処理を行ったという

ことによるものでございます。 

  ①といたしまして、初めは仏国分でございますけれども、仏国に委託をしております使用

済燃料の再処理というのは、既に完了してございまして、平成２６年末時点で、約１６．

３トンの分離プルトニウムが保管されているという状況でございます。②は、英国分でご

ざいますが、英国におきましては平成２６年中に分離され、在庫として計上された約０．

７トン、これを含みます約２０．７トンの分離プルトニウムが保管されているという状況

でございます。英国に再処理を委託したこの使用済燃料に含まれる残りの約１トンのプル

トニウムにつきましては、英国の再処理工場が操業を終了する２０１８年ごろまでには分

離され、在庫として計上されるというような予定になってございます。 

  なお、詳細につきましてはこの資料の後ろに添付をしております別紙や、参考資料に掲載

しておりますので、後ほど御紹介させていただきたいと思います。 

  続きまして一番下の（３）平成２６年保障措置結論でございます。こちらにつきましても、

さきの議題で原子力規制庁さんから御説明がございましたとおり、本年６月に開催されま

したＩＡＥＡの理事会におきまして、ＩＡＥＡが２０１４年に実施しました保障措置活動

に基づきまして、日本は、「申告された核物質について平和的な原子力活動からの転用の

兆候は見られない。未申告の核物質又は活動の兆候も見られない。」いわゆる拡大結論と

いうことで、結論づけられているというものでございます。 

  続きまして、裏の２ページを御覧ください。一番上の最初に、２番、プルトニウム管理状

況でございます。ただいま概要を御説明させていただきましたけれども、平成２６年末時

点における我が国の分離プルトニウムの管理状況の詳細につきましては、次のページ以降、

別紙の３ページから５ページ、あと各施設の詳細ということでは、参考資料としてまとめ

てございまして、６ページから９ページというところにまとめてございます。後ほど御紹

介させていただきたいと思います。 

  記載の数値につきましては、原子炉等規制法に基づきまして、事業者から国に報告をされ

ております計量管理のデータに基づきまして集計を行っておりまして、プルトニウム重量

をキログラム単位で示しております。あと、各欄の数字に続きます括弧の中の数字につき

ましては、昨年９月に私どもが報告、公表しております平成２５年末時点における数値を

記載してございます。なお、数値につきましては端数を四捨五入している関係がございま
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すので、表中の合計が合わないということがございます。 

  次に、３ポツ、公表データについてでございます。公表データにつきましては後ろの別紙

ということで、国内に保管中の分離プルトニウム、海外に保管中の分離プルトニウム、あ

と分離プルトニウムの使用状況等という、三つの観点で取りまとめております。順に御説

明をさせていただきたいと思います。では、３ページをお開きいただければと思います。 

  ３ページからが別紙の資料ということになります。３ページは平成２６年末における我が

国の分離プルトニウムの管理状況ということで、取りまとめているものでございます。初

めの１として、分離プルトニウムの保管状況。初めに（１）国内に保管中の分離プルトニ

ウムというところでございます。ここでは再処理施設で分離されてから、原子炉に装荷さ

れるまでの状態のプルトニウムというものを示してございます。初めに一番上の箱の再処

理施設でございますけれども、茨城県の東海村にございます日本原子力研究開発機構の再

処理施設、あと青森県の六ヶ所村にございます日本原燃株式会社の再処理施設でございま

す。ここでは分離・精製工程中の硝酸プルトニウム、あと混合転換工程中や、貯蔵容器に

貯蔵されているというような、酸化プルトニウムというものが含まれます。その内訳とし

まして、表の２段目にございますとおり、上の段については溶解されてから酸化プルトニ

ウムとして貯蔵容器に貯蔵される前の工程までのプルトニウムということになってござい

まして、分離・精製等の工程の中における硝酸プルトニウム、それから酸化転換の工程の

途中にある酸化プルトニウムというものの合計値となります。 

  それから下の段につきましては、酸化プルトニウムとして貯蔵容器に貯蔵されているもの

というふうになってございまして、酸化転換済の酸化プルトニウムを貯蔵するエリアに存

在するものというものになります。今回、ＪＡＥＡの再処理施設でございますけれども、

既に昨年ＪＡＥＡからも発表されておりますし、この原子力委員会の定例会議でもお話が

ございましたけれども、この施設内に保有しておりましたプルトニウム溶液の固化や安定

化を図る目的といたしまして、平成２６年中にプルトニウム転換技術開発施設の運転が行

われているところでございます。これの詳細については、また後ほど出てまいります。 

  以上、合計といたしましては、一番右の欄にございますとおり、合計は４，３２２キログ

ラム、このうち、核分裂性のものについては２，８１５キログラムということになってご

ざいます。 

  それから上から二つ目の箱の燃料加工施設でございます。こちらについては茨城県の東海

村にございますＪＡＥＡのプルトニウム燃料加工施設になります。ここでは原料として貯
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蔵されている酸化プルトニウム、あと試験と加工の段階にあるプルトニウム、それから新

燃料製品などが含まれます。その内訳としましては、中にございますとおり、一番上の段

が、酸化プルトニウムが貯蔵容器に貯蔵されているもの、真ん中の部分が試験及び加工段

階にあるプルトニウム、一番下が完成した燃料体が保管されているものという三つでござ

います。先ほどＪＡＥＡの再処理施設で、プルトニウム溶液をＭＯＸの粉末に転換したと

いうふうに申し上げましたけれども、このＭＯＸの粉末については保管場所でございます

このプルトニウム燃料加工施設のほうに移送されているという状況でございます。 

  合計といたしましては、一番この真ん中の箱の下にございますとおり、合計で３，４０４

キログラム。このうち、核分裂性のものは２，３６１キログラムということになってござ

います。 

  続いて三つ目の箱の原子炉施設等でございます。ここではＪＡＥＡの常陽、それからもん

じゅ、あと実用発電炉において、新燃料として保管されているもの、いわゆる未照射のま

ま原子炉内から取り出されたＭＯＸ燃料を含みますが、それとあと大学や研究機関の研究

開発施設において、研究用に保管されているプルトニウム、それから臨界実験装置用の燃

料というものが含まれます。 

  今回、平成２６年中には、その炉心への装荷というのがございませんでした。合計といた

しましては、一番下の欄にございますとおり、合計で３，１０９キログラム。このうち、

核分裂性のものが２，１３３キログラムというふうになってございます。したがいまして

国内に保管中の分離プルトニウムの総量につきましては、この箱の四つ目のところにござ

います合計欄にございますとおり、１０，８３５キログラム。このうち、核分裂性のもの

が７，３１０キログラムというふうになります。 

  続きまして、４ページをお開きいただければと思います。４ページの（２）は海外に保管

中の分離プルトニウムでございます。冒頭にも少し御説明をさせていただきましたけれど

も、我が国の電気事業者は、国内の原子力発電所から発生した使用済燃料を英国と仏国の

再処理施設において再処理を行っておりまして、その再処理の結果、海外で保管されてい

る分離プルトニウムということになります。この分離プルトニウムにつきましては、プル

サーマルに使用されるものについては、海外でＭＯＸ燃料に加工された後、我が国で使用

するということになってございます。そのため、その利用について平和利用の面から懸念

されることはないものと考えてはおりますけれども、透明性のより一層の向上の観点から、

燃料加工される段階におけるこの分離プルトニウムにつきましても、国内の分離プルトニ
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ウムの整理とあわせまして、取りまとめているというような状況でございます。 

  初めに英国分でございます。冒頭の概要でも御説明させていただきましたが、平成２６年

中に分離され、在庫として計上されたのは約０．７トン、これを含みます約２０．７トン

の分離プルトニウムが保管されているという状況でございます。それから二つ目の欄でご

ざいますが、仏国分でございます。仏国分については、既に使用済燃料の再処理の委託と

いうのは完了してございまして、２６年末時点においては約１６．３トンの分離プルトニ

ウムが保管されているという状況になってございます。 

  このほか、その仏国や英国において保管中の分離プルトニウムにつきましては、自然崩壊

による減少というのがございましたけれども、合計ということでは一番下の表にございま

すけれども、英国分としましては２万６９６キログラム、そのうち、核分裂性のものが１

万３，９３９キログラム。フランスについては、１万６，２７８キログラム、そのうち、

核分裂性のものが１万５７２キログラムというふうになってございます。したがいまして、

海外に保管中の分離プルトニウムの総量ということにつきましては、この一番下のところ

にございます合計欄にございます３万６，９７４キログラム。このうち、核分裂性のもの

は２万４，５１１キログラムというふうになります。 

  続きまして、５ページをお開きいただければと思います。５ページは２番、分離プルトニ

ウムの使用状況等ということで、平成２６年１月から１２月におけるその使用状況等につ

いてまとめたものでございます。ここではその再処理施設における酸化プルトニウムの回

収量、燃料加工施設における加工工程への正味のプルトニウムの払出し量、あと原子炉施

設へのＭＯＸ燃料の装荷量というのを取りまとめているものでございまして、この分離プ

ルトニウムの管理状況というものを、より明確にお示しするという観点でまとめていると

いうようなものでございます。 

  初めに（１）の酸化プルトニウムの回収量でございます。先ほど３ページのところでも御

説明を申し上げましたが、今回ＪＡＥＡの再処理施設で既に昨年ＪＡＥＡからも発表され

てございますが、施設の中に保有しておりましたプルトニウム溶液の固化・安定化を図る

ことを目的といたしまして、平成２６年中にプルトニウム転換技術開発施設の運転が行わ

れております。この結果、ここに数値を書いてございます８６キログラム、これを酸化プ

ルトニウムの回収量ということで記載をしているところでございます。 

  以下、（２）燃料加工工程での使用量ということでは、燃料の加工というのは行われてご

ざいません。あと（３）の原子炉施設の装荷量ということでは、ＭＯＸ燃料の炉心の装荷
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というのは行われていないということで、いずれもゼロというような記載にしてございま

す。 

  以上が別紙の資料の御説明となります。 

  次のページの６ページ以降からは、それをより詳細なデータとして参考資料の位置づけで

掲載しておりますので、こちらについては簡単に御紹介をさせていただきたいと思います。

６ページの参考１は、先ほど御説明させていただきました原子炉施設等における保管量、

それから装荷量の内訳というものになってございます。 

  それから７ページから８ページを御覧ください。７ページから８ページでまとめておりま

す参考２でございますが、こちらについては国内に保管中の分離プルトニウムの期首・期

末在庫量とその間の増減の内訳というものを、再処理施設、燃料加工施設、あと原子炉施

設等ということで示しているものでございます。なお、一番上に合計というところでまと

めたものがございますけれども、四捨五入の関係がございますので、必ずしもこの下の表

とは一致はしませんが、各施設内の工程での増減量として２キログラムということで、記

載をしておりますが、これは主として測定誤差というもので出ております。 

  それから９ページを御覧ください。９ページの参考３につきましては、これは平成２６年

における我が国の分離プルトニウムの施設内での移動量、それから増減量、あと施設間で

の移動量というものをイメージとして示しておりますので、こちらについては御参考にし

ていただければと思います。 

  続きまして、１０ページを御覧ください。１０ページの参考４、プルトニウム管理に関す

る指針に基づきＩＡＥＡを通じて公表する平成２６年末における我が国のプルトニウム保

有量という資料でございます。こちらにつきましては、プルトニウム管理に関する指針に

基づきまして、ＩＡＥＡを通じまして公表させていただく資料でございます。この様式に

つきましてはこの指針に基づくものになってございまして、箱が二つございますが、上の

箱については民生未照射プルトニウム年次保有量ということで、これは１００キログラム

単位でまとめ、トン単位で記載するというものになっております。 

  それから下の箱の使用済民生原子炉燃料に含まれるプルトニウム推定量、こちらにつきま

しては、１，０００キログラム単位で数値を整理いたしまして、トン単位で記載するとい

うようなものになってございます。この様式につきましては、本日御報告の後、外務省を

通じましてＩＡＥＡのほうに送付をさせていただきたいというふうに考えてございます。 

  それから最後になりますが、１１ページでございます。参考５として、プルトニウム管理
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に関する指針に基づきＩＡＥＡから公表されている平成２５年末における各国の自国内の

プルトニウム保有量を合計した値ということで、これは既に各国がＩＡＥＡに報告・公表

したものを御参考までに取りまとめているというものでございますので、こちらについて

も御参考にしていただければと思います。 

  御説明は以上でございます。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  それでは、阿部委員、御質問お願いします。 

（阿部委員）ありがとうございました。 

  この機会にちょっとなぜ我々が一生懸命プルトニウムの管理状況というのを公表するかと

いうことを振り返ってみたいと思うんですが、ここにみんな専門の方がいっぱいいらっし

ゃるので、その話はとっくに知っているという方が多かろうかとは思いますけれども、そ

こはお許しをいただいて申し上げると、そもそもやはりプルトニウムをなぜ公表するかと

いうのは、これが軍事転用すると核兵器の非常にいい材料になるということがあるので、

そういう懸念に応えるという意味で、日本も積極的に協力して公表を続けているわけです

が、そもそもここは実は大変な議論がありまして、日本の原子力発電所でつくった使用済

燃料から分離したプルトニウムというのは、核兵器には余り向かないんだという議論がよ

くあります。だから、それは余り心配する必要ないと。実はアメリカなんかで核兵器に使

っているプルトニウムは、プルトニウム２３９ですね。これが９５％以上という非常に高

い純度のものを使っていると言われておりますが。 

  ここの例えば４ページにあります海外保管の分離プルトニウムの量と、その中の核分裂性

プルトニウムの量というのがありますね。これ簡単に割り算すると、大体３分の２なんで

すね。核分裂性のものは。９５％と比べるとかなり落ちるんですね。しかもこの中の恐ら

くほとんどは、２４１なんですね。核分裂性ですけれども。これはますますこの核兵器に

は使いにくいと言われていますが、なおかつ、これは昔日本の人とアメリカとで議論して、

いや兵器ができるできないという議論をしたんですが、これは結局日本は負けたんですね。

なぜかというと、日本は兵器をつくらないことになっていますので、こうやればできると

いうことを日本は証明できないんです。アメリカのほうが我々やってみた、できるんだと

言われると、これはもう反論できないので、それならしようがないということで日本は協

力してきたんですが。 

  これもいろいろなところで議論がありまして、特にアメリカ中心にいろいろな議論があっ
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て、私もときどき議論に呼ばれて参加しておりますが、いろいろあります。そういう意味

においては、例えば軍事転用するということについて言えば、日本にあってはいけないん

だと。海外にあるほうがいいじゃないかと、こういう議論もあるんですね。それからもう

一つは、燃料に加工してしまえばいいじゃないかと。これは酸化ウランと混ぜて燃料にし

てしまうんですね。そうすると分離するのは難しい。これも一つの議論で、だから燃料に

加工してしまえばいいんだと。ただ、この表の中には、加工したものも分離プルトニウム

はちゃんと計算して集計していますけれども。 

  これは実際問題としては、例えば今度イランで合意しましたけれども、あの過程において

燃料にしてしまいましょうということをイランは随分言ったんですね。濃縮ウランですけ

れども。これも分離、もとへ戻すのは非常にではないですけれども、一つの化学プロセス

をとるので難しい。もの一つは照射してしまえばいいんだと。原子炉に入れて照射してし

まうと、中性子が出てきて非常に扱いにくくなるのでやりにくいと。これはこの集計表で

もそうだということで、一旦照射された部分は除くことになっていますよね。ですから、

日本が増える増えるという心配な人のためには、ある意味ではどこかの原子炉に早く入れ

てしまえば減るんで、安心ができるかもしれません。 

  ただ、そういう意味で不思議なのは、１１ページの各国の保有量の集計の中に、全部未照

射のプルトニウムと書いてありますよね。確かにそうなんですけれども、でも厳密に考え

てみると、科学的には未照射のプルトニウムというのはないんですよね。全部原子炉の中

から取り出した使用済燃料からやっていますから、全部照射されているんですね。その生

成過程において。これは恐らく、室谷さんどこか定義があるんでしょうね。 

（室谷参事官）はい。このガイドライン、ＩＡＥＡが発行したものの中には、どういう工程を

経てどういう状況にあるものということで、基本的には再処理を経て分離された状況で未

照射のものというのがその対象になっています。 

（阿部委員）それから酸化ウランと混ぜて、ウラン、プルトニウム一緒になっていれば、これ

もまたもう一回分けなければいけないので、ある程度また敷居が高くなるということで、

これはまさにそういう懸念に配慮するために、六ヶ所村の施設では今度それをやるわけで

すね。プルトニウム単体では取り出さないというようなことで、ただし、いずれの対処方

法もいわば程度問題なんですね。例えば混合するというのは、ある意味では敷居は低いで

すね。もう一回分けるのはそんなに難しくないということで、いろいろありますけれども、

それをどこかで線を引っ張って、ではこれ以上は未照射プルトニウムということでまとめ
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ようじゃないかというのがこの表であるということで、かなりの問題にする人たちにも、

こういうことをいろいろ説明すると、うん、わかったという方は大分いるんですけれども、

中にはどうもなんか日本の悪口を言うために何かこういうことを言うようじゃないかとい

うことで、いずれにしろ言う人もいるので、そういう人たちにはなかなか説明は難しいん

ですね。という状況にあるということを追加的に参考までに申し上げます。 

  ありがとうございました。 

（岡委員長）中西委員、いかがでしょうか。 

（中西委員）特にないのですが、原子炉等規制物質のウランの場合には、本当に少ない量、０．

１グラムも使わないのですが、電子顕微鏡用の試料調製にウランを使っています。本当に

取るに足りない量ではあるのですが、例えば電子顕微鏡のサンプルを染めるのにですけれ

ども、プルトニウムを少量使いたいということは原研等ではできるものなのでしょうか。

プルトニウムは原子番号が大きいので、いろいろな化学実験が可能かもしれません。本当

に平和利用で、兵器などとは無縁の場合、こういうようなことはあり得るのでしょうか。 

（室谷参事官）日ＩＡＥＡ協定上は、全てのプルトニウムはその対象になるので、量の閾値は

ないんですね。仮に少ない量であっても、お持ちであれば、それを基本的には申告しなけ

ればいけませんし、平和利用であるということを確認するためにＩＡＥＡ査察官は来なけ

ればいけないということになっております。 

（中西委員）今の場合、施設外ですよね。どうもありがとうございました。 

（岡委員長）私は先生から今、日本の状況が説明あって、世界の状況も皆さんに理解をしてい

ただいたほうがいいかと思って、私、全部知っているわけではないので、少し御質問させ

ていただきます、室谷参事官に。 

  もともとこの保障措置といいますか、この話は、核兵器国は今、アメリカ、ロシア、それ

から中国、フランス、イギリスですね。それで旧ソ連でしたけれども、ウクライナは核兵

器国ではありませんね、今。 

（室谷参事官）全ての兵器は既にロシアに搬出されている。 

（岡委員長）そうですね。それで、それ以外で核兵器国は、古いほうからいくと、インド、そ

れからパキスタンですか。それからイスラエルは持っているかどうか言わない。 

（室谷参事官）あと北朝鮮。 

（岡委員長）北朝鮮はＩＡＥＡにも入らずに、開発をしているということで、北朝鮮以外はＩ

ＡＥＡの中に入っているということでよろしいですか。 
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（室谷参事官）ＮＰＴには。 

（岡委員長）ＮＰＴには入っていない。 

（室谷参事官）入っていないのですが、ただＩＡＥＡの査察は、パキスタン、インドは受け入

れている。 

（岡委員長）ということで、それから先ほど御説明のあった拡大結論なんですけれども、拡大

結論を得ていない国はたくさんあって、今、世間で問題になっている国はそういうことな

ので、拡大結論を得ている国というのは、主な国といいますと、どのぐらいあるんでしょ

うか。 

（室谷参事官）拡大結論を得ている主な国は、ヨーロッパのほとんどの国で、多分２５～２６

の国、２８カ国のうち、２５～２６の国が全て受けていると思います。あとはもちろん日

本は受けておりますし、アジアはベトナムを初め、大体受けていますね。主要国は。全部

で確か６０カ国ぐらい、６５って先ほど話がありましたが、ＩＡＥＡ包括的保障措置のも

とにある、大体１７０ぐらいのうち、６５、３分の１強が、拡大結論を受けているという

状況です。 

（岡委員長）核保有国になってしまった国なんかも、私の理解はやっぱり軍事的な勢力といい

ますか、そういうものの一貫として対抗国に対抗するために核兵器をということであった

のではないかと。それからあるいは持っているとも持っていないとも言わない国もあるし、

今も問題になっているあたりも、ちょっと似たようなことがあって、背景にはそういう軍

事的なものが背景にあるということは理解をしなければいけない。その中で日本は被爆国

で、平和利用ということで、これは核兵器拡散しないように推進しないといけない。拡大

結論はもちろんきちんと維持しないといけない。こういう役割があるという、そういうこ

とでよろしいでしょうか。 

  阿部先生がさっき最後に言われて、日本を批判するためにプルの話をするというところも

あって、もう一つは実はこのプルトニウムの管理状況、随分昔から公表してきている。し

かし それ以降大分、世の中状況が変わっておりまして、９．１１もありましたし、テロ

リズムもあるので、今後は公表についてそういう観点も入れて考え直す必要があるかなと

いう感じは、私は個人的にはいたしますけれども、いずれにしても、日本は平和利用、核

不拡散を進めるという立場を持っているということですね。 

  阿部先生、何か補足ございますでしょうか。 

（阿部委員）一つは、国防のことを考えて核兵器を持った。これはちょっとまた長い議論が必
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要になるので、それはそれとして。非常に困る問題なのは、このぐわっと左の人とぐわっ

と右の人が、核燃料サイクルというのがあって、再処理をして、プルトニウムを取り出す

と。わっと右の人が、だから将来の日本のために核燃料サイクルをやる必要もあるんだと。

つまり、軍事利用を考えて。これは私は全く間違っていると思います。核兵器をつくるた

めに、あんな大きなものは必要ないし、使用済燃料から取り出すプルトニウムは兵器には

余り向かない。 

  それから逆に今度、物すごい左の人は、だから核燃料サイクルはやめるべきだと。それか

ら原子炉の再稼働もやめるべきだと。これは議論があるんです。これは私は両方ともかな

り誤解があると思うんですね。核燃料サイクル、使用済燃料の再処理は、正しくやってい

る限りにおいては軍事利用は非常に難しい。それとは関係ないし、かつ非常に安全の問題

もいろいろ確保できるというものだと私は思います。そこのところのいろいろな誤解がた

くさんありますので、これはいろいろまた今後とも議論していかなければいけないと思い

ます。 

（岡委員長）これを核不拡散を監視したりする仕組みとしては、一つはＩＡＥＡの保障措置が

あって、一つは原子力機器の輸出管理がございますね。そのほかにございますか。 

 

（阿部委員）ＣＴＢＴがありますよね。要は地震波を通じて核実験をやっていないように抑止

するというのも、一つのメカニズムですね。 

（岡委員長）その三つのメカニズムで、核不拡散を防ぐということなんだと思います。 

  ありがとうございました。 

  そのほか、何か御質問ございますでしょうか。 

  どうもありがとうございました。 

  それでは、お待たせいたしました。次の議題４について事務局から。 

（室谷参事官）議題４でございます。本日は原子力委員会で議論を進めている原子力利用の基

本的考え方について御意見を聞くため、一般社団法人日本原子力産業協会特任フェロー、

服部拓也様に御出席いただいております。本日、服部様より御説明をいただいた後に委員

との質疑応答をいただく予定でございます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

（服部氏）服部でございます。よろしくお願いいたします。 

（岡委員長）御紹介をさせていただきます。服部さんは東京電力株式会社取締役副社長、一般

社団法人日本原子力産業協会理事長を歴任されてこられました。本日はこれまでの御経験
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も踏まえ、原子力利用の基本的考え方について御意見を伺いたいと思います。 

  それでは、服部様、よろしくお願いいたします。 

（服部氏）それでは、資料に沿いましてお話をさせていただきたいと思いますが、タイトルの

ところで原子力委員会基本的考え方に期待するもの、その下に信頼回復、国際展開、人材

育成、この３つの点についてお話をさせていただきたいと思っておりますが、お手元に私

どもＪＡＩＦのパンフレットをお配りしておりますけれども、これをごらんいただきます

と、ＪＡＩＦというところがどういうことを目的に、何を柱に仕事をしているのかという

ことで、まさにこの３つの部分ですね。信頼回復、国際展開、人材育成ということをやっ

ておりますので、その点に関してお話をさせていただきたいと思っております。 

  次のページにいきまして、次に基本的考え方に期待するものというところで、一般論を述

べております。これを書くに当たって、原子力基本法並びに原子力委員会設置法、並びに

先日、昨年の１２月ですか、委員長が発表されました原子力委員会委員長談話というこの

３つを読ませていただいて、この基本的考え方というのは、こういうことが期待されてい

るんじゃないかというふうに考えたところであります。 

  まず、基本的考え方とは、原子力といかに向き合うか、国家としての覚悟を示すものとい

うことで、国として原子力とどう向き合っていくのかということが示されているものとい

うふうに理解をしております。したがって、原子力基本法の目的を具現化し、さきに決め

られましたエネルギー基本計画のよりどころとなるものというふうに考えております。本

来であれば、この基本的考え方が示された後にエネルギー基本計画というものが決められ

るというのが本来の姿だというふうに思っておりますけれども、あの中でも相当程度エネ

ルギー、原子力の基本的考え方が述べられておりますけれども、改めてこの点についてし

っかりした考え方を示していただきたいというふうに考えているところであります。 

  そういうことを考えますと、基本的考え方でカバーすべきものは、我が国における原子力

の価値というもの、これを再定義すると。これは後ほど述べたいと思いますけれども、そ

の価値を再定義することを通じて、諸課題の全体像、原子力には様々な課題がございます

けれども、その全体像を俯瞰して基本方針を示すということ、それから、諸課題の優先順

位づけと関係機関の役割分担、責任分担を示すということ、それから、課題解決に向けた

長期的ビジョンとロードマップを提示する、こういうことが期待されているのではないか

というふうに考えたところであります。ややもすれば、諸課題の個別の議論が先にありま

して、どうしても部分最適ということになってしまう可能性がありますので、やはり全体
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を俯瞰するということがとても大事なことではないかというふうに考えているところであ

ります。 

  そういうことから、この基本的考え方を所掌する原子力委員会というのは、国の顔として

対外的にワンストップ・ウインドウの役割を担うところであろうと思っております。何か

あったときに、よく海外から日本の原子力についてお話を伺いたいというふうな話が来た

ときに、どなたを紹介したらいいのかというときに、私は毎回、原子力委員会ということ

を申し上げているのですけれども、是非そういう形で前面に立っていただくことが必要で

はないかと思っております。 

  あわせまして、省庁横断的課題に関しまして、取組の基本方針を示すとともに、司令塔の

役割を担うということが期待されているのじゃないかと思っております。設置法の中に関

係行政機関の事務の調整を行うというような言葉がありますけれども、私の理解では、こ

れは司令塔で、全体の基本的な方針を示すものだと。省庁横断的課題にはたくさんござい

ますけれども、きょう申し上げる信頼回復の問題、国際展開、人材育成というのは、まさ

に省庁横断的なところであると思いますし、そのほかに研究開発であるとか放射線利用だ

とか損害賠償の問題だとか、あるいはきょう、先ほど議論になっておりましたプル利用の

問題などは、まさにそういうことだというふうに理解をしているところであります。 

  次にいきまして、それでは、先ほど申し上げました我が国の原子力の価値というものを再

定義するに当たって、どういうことから始めるべきかということでありますが、まず、目

指すべき国の在り方について、国民と価値観を共有することが大前提になるのではないか

と思っております。 

  ところで、それでは目指すべき国の在り方というのでありますが、その下に数行、私の私

案を読ませていただきますと、豊かな自然環境を守りながら、引き続き高い工業技術力を

生かして産業貿易によって収益を上げ、世界の先進国としての地位を維持しつつ、地域の

安定と平和に積極的に貢献し、科学技術・イノベーションによって低炭素社会の実現に向

けて世界をリードするなど、先進国としての地球規模の課題解決に責任を果たし、国際社

会から尊敬される国として安全で快適で、文化的で豊かな社会生活が保障され、夢と希望

に満ちた国として将来世代にわたり持続的発展を遂げること、まさに欲張りなあれを書き

ましたけれども、幾つかキーワードとして自然環境だとか先進国だとか、世界に貢献だと

かイノベーションだとか、責任だとかなどなど、最後に持続的発展というふうな言葉を述

べさせていただいています。 
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  そういう国づくりを進めるに当たって、私は、エネルギーというのは欠くことのできない

ものだというふうに考えておりまして、それを担う原子力の価値というものを改めて定義

する必要があるのではないかと考えているわけであります。 

  次にまいりまして、それでは、原子力の価値を今申し上げた目指すべき国の在り方という

ものに照らして、これまでは３Ｅということを中心に、３Ｅの確保という観点から原子力

の価値というものを評価してきたわけですけれども、私は、加えて以下の３つ、下にあり

ます技術創造立国あるいは国際貢献、それから、安全保障と、この３つの観点から改めて

原子力の価値というものを再定義する必要があるんじゃないかと思っております。ロジッ

クを確立するといいますか、これをわかりやすい言葉で書き下ろすということだと思って

います。もちろん原子力の技術の特殊性というのは、廃棄物を初め核不拡散の問題等々あ

りますけれども、そういう観点からこれを定義できないかということであります。 

  そして、その結果を広く国民に対して、心に届くメッセージとしていかに発信できるかが

問われていると。これまでも同じようなことがやられてきましたけれども、なかなか国民

の皆さんにすとんと心の中に落ちる言葉で届いていなかったというふうに思いますので、

まさに今しかこのタイミングはないんじゃないかと思っておりまして、是非こういう観点

から必要だというふうに思っております。 

  今、エネ庁のほうで議論が進んでおりますけれども、原子力というものが国益の観点から

公益電源として維持する価値があるといった議論がなされております。そういうことから、

自由競争の枠外におくなどの政策的措置を付与すべきだというふうな議論が進んでおりま

すけれども、まさにこういう議論をなぜそうしなければならないのかというところが大事

なところだと思っておりますので、今申し上げた３Ｅプラスこの３つの観点から定義でき

ないかなというふうに考えているところであります。それが前段のところでありまして、

次から３つの項目について、まず信頼の回復というところから始めたいと思っております。 

  まず、福島第一原子力発電所の事故をきっかけといたしまして、我が国の原子力が抱える

潜在的な問題点が明らかになりました。以下に６つぐらい挙げておりますけれども、原子

力の規制あるいは推進体制の問題、それから、政策決定のプロセスの問題、危機管理体制

の問題、透明性の欠如の問題、それから、専門家の役割の問題、リスクコミュニケーショ

ンの欠如ということでございまして、ここでは項目だけ挙げさせていただきました。 

  次に、そういうことで原子力に対する国民の信頼は失墜し、マスコミの世論調査、この２

年ぐらいずっと私どもも追いかけておりますけれども、いまだ国民の半数以上が再稼働と
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いうものに反対しているように、信頼回復の兆しは見られないというのが、これが一般的

な見方だというふうに思っております。 

  次にまいりまして、それでは、なぜその信頼感が回復されないのかということであります

けれども、組織体制の在り方、責任の分担あるいは事業者の意識や行動、原子力関連の諸

課題の進捗状況あるいはマスコミ報道など、様々な因子がこれに影響しております。その

下にエネルギー政策、福島第一の問題、安全規制の問題、防災の問題、事業者の問題、諸

課題のおくれ、その他というふうなことで触れさせていただいておりますが、個別につい

ては、詳しくは述べませんけれども、いまだ国民の多くがエネルギー問題に無関心で、自

分事として受けとめていないということが、これが一番大事なところだと思いまして、や

はり自分事として考えてもらうにはどうしたらいいのかということを考える必要があるん

じゃないかと思っております。 

  次にまいりまして、それでは、どういうことをすべきかということで、ここで対策案を述

べさせていただきますが、国民レベルの議論を喚起するということが必要で、今申し上げ

た国民が自分事として受けとめられるような双方向のコミュニケーションを充実し、プラ

ス・マイナス両面から原子力の価値に対する国民の認識や評価を確固たるものにすること

が信頼回復の過程で不可欠だと。やはりこの問題を中途半端なまま前に進んでも、何か起

こるとまたゼロに戻ってしまうということになろうと思いますので、この部分をしっかり

する必要があると思っておりますが、そこでやるべきことを次のページにかけて、５つの

要素に分解しております。１つはプロセスの問題、それから、２つ目はコンテンツの問題、

次のページをさっと見ていただきますと、発信元の話、それから、受け手の話、それから、

第三者の役割、この５つの要素に分けて少しお話をさせていただきたいと思っています。 

  まず、第１のプロセスの問題でありますが、これはよく言われますステークホルダー・イ

ンボルブメント、国民の参画ということがとても大事だというふうに思っています。政策

決定プロセスに国民が参画できる枠組みを構築するということが大事だと。その場に多様

な選択肢を示して、国民一人一人が責任ある関与を促すということであります。 

  ２つ目はコンテンツということでありますが、先ほども申し上げましたが、様々な文書が

これまで出ておりますけれども、なかなかわかりにくいということでありますので、わか

りやすい情報を発信すること、そのためには、原子力界と書いてありますけれども、原子

力を進めようとする私どもを含めた組織全体、関係機関全体の基本的な考え方をしっかり

するということ、これがまさに価値を定義するということになるかと思いますけれども、
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それを踏まえて、それぞれの立場で、ワンボイスで話をすると。現状は、どの機関の誰を

信用したらいいのかということがわからないというのが正直な国民の声だというふうに考

えております。これを何とか打破したいということであります。 

  次のページにいきまして、発信元でありますが、主としてこれは事業者であり、あるいは

規制当局であり、あるいは政府であるということでありますけれども、この信頼性の向上

が大事であると。透明性を更に高め、オープンな姿勢で、国民目線で双方向のコミュニケ

ーションをするということであります。リスクコミュニケーションなんかもその一つであ

りますけれども、国民が知りたい情報をわかりやすく、タイムリーに提供することであり

ます。残念ながらこれまでの情報提供というのは、マーケットインではなくて、プロダク

トアウト、自分たちが知らせたい情報を提供していると、しかも、わかりにくい形で。と

いうことなので、国民がなかなか理解しにくいということでありますので、国民が知りた

い情報は何なのかということをよく把握する必要があると思っています。 

  それから、受け手側の問題でありますが、国民の判断力の醸成を図る必要があるというこ

とで、エネルギー環境教育の充実と放射線関連情報の提供をやるということ、エネルギー

問題に対して、公平な判断ができる能力の醸成をする必要があると思っています。これは

決して知識というものではなくて判断能力の問題だと思っておりますので、この辺は知恵

の出しどころだと思っています。 

  最後のところが大変重要なところでありまして、第三者の関与であります。公平・公正、

中立な専門家の関与というものが大事でありまして、独立した立場の専門家の科学的根拠、

見地に基づいた助言というものが必要だと。先ほど来、プロセスということを申し上げま

したけれども、そういう場にそういう方々の関与が必要である。その場合に、科学者の信

頼回復と政策決定に当たっての専門家の助言ということが不可欠で、これは吉川先生なん

かがよく言われております英国をモデルにした科学技術の助言組織というものがあります

けれども、日本版のそういうものが何かできないかなというのがバックにあるのでありま

す。 

  次に、話題を変えまして、国際展開の問題でありますが、国際協力とよく言いますが、国

際協力、国際展開あるいは国際貢献といろんな側面がありますけれども、ここでは主とし

てプラントの輸出も含めた国際展開ということで、国際協力、貢献を全部ひっくるめた形

で述べております。 

  基本的な考え方というのは、これ国際展開の意義というものを述べておりますけれども、
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まず、第１は福島第一の事故の教訓を共有して、世界の原子力安全の向上に貢献するとい

うこと、これは当事者、事故当事国としての責務であるとも言えますけれども、そういう

ものが第１点目、それから、核不拡散あるいは核セキュリティ体制の維持向上に貢献をす

る、それから、３つ目は日本がどういう政策をとろうと、世界は原子力を進めようとする

大きな流れがある中で、特に新規導入国を中心とした諸外国から我が国の技術力に寄せら

れた期待というものが非常に大きいと。これに応えるということが大事だと思っています。 

  それから、最後は原子力の国際展開というのが日本の成長戦略の重要な柱だと、日本が持

続的に発展していくためには、国際展開ということを今後も考えていく必要があるという

ことであります。 

  現状の認識につきまして、以下４つの国について書いておりますけれども、ロシア、フラ

ンス、それから、韓国、中国それぞれが、細かいところまで述べませんけれども、国を挙

げて海外展開に積極的に海外に働きかけているというのが現状であります。そういう状況

を見ながら、12ページのところにいっていただきまして、課題というところでありますけ

れども、まず１つ目は、長期的で明確な原子力政策というものを示す必要があると。これ

は先ほど来申し上げている原子力の価値というものを再定義するというプロセスで、改め

てこれを定義する必要があるんじゃないかと思いますが、日本が核燃料サイクル政策を含

めて、今後も透明性をもって原子力の利活用を進めるという覚悟、国を挙げて国際展開を

バックアップするという姿勢というものが見えないと、相手国から見て我が国からの長期

の支援を期待できないのではないかということであります。透明性と書かせていただいた

のは、あえてここには明示しませんでしたが、先ほど話題になっておりましたプルバラン

スの問題が大きな問題というふうに考えております。 

  それから、２つ目は高い技術力の維持ということで、諸外国は日本の高い技術力に期待し

ておりまして、我が国では、今後建設運転経験が乏しくなるということになりますと、現

場技術力の維持が困難になろうかというふうに考えております。 

  それから、３つ目は人材育成の問題でありまして、国を挙げて海外の人材育成を支援する

という姿が見えないと、人材育成競争で競合する諸外国、とりわけフランス、ロシア、韓

国といったようなところが国を挙げて人材育成に取り組んでいるところでありますので、

そういうところに劣後してしまうということであります。 

  それでは、どういうふうにすればいいのかということで、対策案というふうに書かせてい

ただきましたが、まず、原子力長期利用方針の策定ということで、基本的考え方というも
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のを早急に策定し、内外に公表するということであります。それから、国のリーダーシッ

プということで、これは相当程度、現政権でやっていただいておりますが、トップセール

スに加えまして、二国間原子力協力協定のタイムリーな締結等を通じた健全な事業環境整

備を図るということであります。あえて申し上げると、二国間協力協定では、日印原子力

協力協定というものが当面の大きな話題ではないかというふうに考えております。 

  それから、司令塔機能と書きましたが、国の顔として海外展開を一元的かつ戦略的に検討

する司令塔機能が必要ではないかと考えております。今、それぞれの機関が最大限努力を

しているということでありますが、全体を最適化するといいますか、そういうことが必要

ではないかと。これは次に申し上げる統合的解決策、インテグレーテッド・ソリューショ

ンというものが求められているところでありまして、こういうことを提案するには、やは

り一つでまとまって検討するということが必要ではないかと思っています。 

  この一つのモデルは、韓国がＵＡＥの契約をとったときに、大統領のもとで80人ぐらいの

グループでこれを徹底的に議論して、まさにインテグレーテッド・ソリューションをＵＡ

Ｅ側に提案したということであります。相手国の個別事情に対応した諸課題の統合的な解

決策の提案が求められていると。具体的にはインフラの整備、人材の育成、ファイナンス、

それから、国産化の支援、法整備、運転保守の支援、燃料供給、保障、あるいは使用済燃

料管理などなど非常に多岐にわたる課題であります。これは一省庁あるいは一機関でとて

もカバーできる問題ではないというふうに考えているところであります。 

  以上が国際展開でありまして、最後に人材育成の取組と強化ということでありまして、人

材育成の課題について大学教育、研究開発、それから、原子力安全確保、国際展開と４つ

の観点から簡単に現状の認識と課題を述べております。 

  大学教育につきましては、福島第一事故以降、学生の原子力離れが加速し、また、それ以

前から基礎基盤工学に関する大学教育が希薄化しているところでありました。それから、

研究所施設の長期停止によりまして、実験実習の機会が減少しているということ、それか

ら、研究開発につきましては、福島第一事故の反省から安全研究の推進体制の再構築が必

要じゃないかというふうに考えているところであります。この研究開発につきましては、

総合エネ庁のもとで自主的安全性向上・技術・人材ワーキンググループというところで安

全研究を中心に、安全研究と人材育成についてのワーキンググループで取りまとめが行わ

れたところでありますけれども、そういうところも含めまして、全体でもう一度考え直す

必要があるんじゃないかと考えております。 
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  それから、福島第一のデブリの回収処分、高レベル廃棄物の最終処分問題など今後の研究

開発課題が山積をしております。それから、夢のある研究開発プロジェクトが今、現状な

いというふうなところであります。 

  それから、２つ目の原子力発電の安全確保ということでありますが、エネルギー基本計画

でベースロード電源であるというふうに位置づけられた原子力発電を今後も安全、安定運

転をしていくためには、しかるべく人材を確保する必要があるというふうに考えておりま

すし、この10年近く、日本では原子力の建設が少し途絶えているような状況でありまして、

ベテラン技術者の経験を若年層へ伝えるということが課題となっているところであります。

また、国内の新増設計画が当面見通せないという状況の中で、建設経験を有する現場技術

者が不足することが懸念されております。 

  国際展開について言いますと、先ほど来申し上げました新規導入国から我が国の技術協力、

人材育成に強い期待が寄せられている、それから、海外展開を先ほど必要だと申し上げま

したけれども、国内にグローバル人材というものが不足をしている、グローバル人材の定

義がなかなか難しいところでありますが、一番わかりやすいのは語学ができるということ

でありますが、そのほかで国際的な場でいろいろ発言し、例えば規格基準等の作成のリー

ド、国際基準をリードするとかそういうふうな場での交渉力といいますか、プレゼンテー

ション力といいますか、コミュニケーション力というようなところで不足をしていると考

えております。先ほど申し上げましたが、諸外国に人材競争面で劣後しているというふう

なところがあります。 

  それでは、どういうふうにすればいいのかということなのですが、今のものの裏返しであ

りまして、対策案として述べております。原子力の将来の展望をいかに若い人に見せるか

ということ、それから、基礎基盤工学の素養を向上させる、実験実習の機会の充実を図る、

それから、原子力専攻以外の入学生をいかに引きつけるか、夢のあるプロジェクト、海外

への進出プロジェクト、それから、福島第一の教訓をいかに共有し、安全文化を醸成して

いくか、現場力、生きた仕事の場というふうなこと、ベテランをいかに活用していくかと

いうこと、それから、人材育成ということを考えた場合には、資格制度とこれは一体であ

りまして、人材育成の国際標準化を図っていく必要があるんじゃないかということになっ

ています。そういうときに海外の人材育成の取組事例というのを学ぶ必要があって、今申

し上げたようなことを進めていくためには、産官学の連携を強化していく必要があるとい

うのが全体を通したものであります。 
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  それでは、産官学はどういうふうな役割を担っているのかということで、簡単に整理をさ

せていただきましたが、産のほうでいいますと、産業界は原子力産業の魅力を示す、将来

に対してどういう人がどれだけ必要なのか、いつごろ必要なのかというふうなことを示す

必要があると思っております。それから、実務、ＯＪＴを通じまして人材を育成していく

ことが期待されていると考えております。 

  学につきましては、教員を確保し、教育研究施設を維持、確保すると。基礎基盤教育を充

実する、それから、最先端の研究に挑戦するというふうなところが学の役割だと。官につ

きましては、原子力政策を明確にし、魅力ある研究開発プロジェクトを実施する、国際展

開を支援する、人材育成策を継続するというふうなところかと考えております。 

  以上述べましたようなことを実は別の場で議論しておりまして、最後のページであります

が、人材育成のロードマップというものを人材育成ネットワークというところでまとめた

ところであります。お手元の資料の一番最後のところに、この資料をロードマップの提案

というところで、４月２０日付でまとめた資料を添付しております。このロードマップを

一つの土台にしまして、産官学がそれぞれの役割を果たしながら課題解決に向けて連携し

ていくことが重要だと思っております。 

  また、ロードマップの中で、特に３つの点について国を挙げて戦略的に推進することが必

要という提言をしております。第１点目は研究炉等大型教育・研究施設の維持であります。

２つ目が海外人材育成の戦略的な推進、それから、３つ目が戦略的連携支援のための司令

塔の設立の検討が必要じゃないかということで、最後のところは若干わかりにくいと思い

ますが、上で述べております人材育成ネットワーク、これは２０１０年１１月にネットワ

ークというものをつくったんですけれども、実はそれにさかのぼること４年ぐらい前から

この人材育成の問題について、国を挙げていろいろ議論して、結果として人材育成ネット

ワークというものをつくる必要があるというふうなことになって、その結果できたわけで

ありますが、今この人材育成ネットワークの事務局をやっております私ども原産協会と、

それから、ＪＡＥＡの２つが事務局をやっておりますけれども、これは会議体であります

ので、なかなか全体を引っ張っていくだけのパワーといいますか、力がないものですから、

小さな組織でもいいので、全体を俯瞰して人材育成についてしっかりした戦略あるいは方

針を立てていくというところが必要じゃないかということを司令塔というふうに言ってい

るところであります。 

  少し長くなりましたが、私からは以上であります。ありがとうございました。 
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（岡委員長）ありがとうございました。それでは、御質問をお願いします。阿部委員からお願

いします。 

（阿部委員）どうもありがとうございました。基本的には大変すばらしいお話をいただきまし

て、ありがとうございました。 

  幾つか気がついた点を順不同で申し上げたいと思いますが、１つは、３ページにそもそも

我が国の目指すべき国の在り方ということで、欲張りだという話もありましたが、大変非

常にいいことが書いてあるかと。私の印象は、１つはこういった豊かで快適な社会を築い

ていくということの基本は、やはりそこに自由で民主的で開かれた社会になって、人々の

発想が自由に発揮され、研究なども自由にできると、いろんな意見も出せるというものが

基本的に必要なんじゃないかなという感じを特に最近強めております。 

  それから、４ページ目に３Ｅの確保のために原子力の価値があるんだということでござい

ますが、そうだろうと思うんですけれども、同時に言われていますことは、３ＥＳ、つま

り安全、不拡散、それから、核セキュリティという面のこれも必要だということで、それ

も同時に確保して進めていくということが必要なのかなというふうに感じています。 

  国民の信頼回復というのが次の課題で、対策としては、国民の参加、会話を進める、ここ

が恐らく一番難しいところで服部さんも苦労しているところじゃないかと思いますが、現

実問題としては、なかなかこの対話というのを持つのが難しいと。もともと人も、別のと

ころで指摘がありましたけれども、そもそも関心がないと。エネルギー問題に対する関心

がそもそも低いし、また、原子力となると、ますますかなりの人は逃げてしまうというこ

とがあって、なかなか対話は難しいということで、そこをどうやって意味のある対話、本

当の意味での対話をするかというのはなかなか難しいところだと思いますね。 

  話は全く飛ぶんですけれども、農業の保護主義、日本でもしょっちゅう言っていますけれ

ども、それについて研究したアメリカの学者さんなんかがいて、農業の国内経済に占める

比重が数％を切っちゃうと、例えば３％とかいう数字を切っちゃうと、ここにみんな関心

がなくなっちゃうんですね。それまでは自分の国の農業は守らねばいかんというので、み

んな、そうだそうだと言っていたのが、ほとんどなくなっちゃうと、余り国民の中の意識

から下がっちゃって、みんな保護しようという意見も熱がなくなっちゃうと。ある意味で

は、電力というのもちゃんと計算したことはないですけれども、ＧＮＰの今、電力が幾ら

でしょうかね、６兆円ぐらいの産業でしょうかね、電力の事業は。そうすると…… 

（服部氏）電力事業は、今２０兆を超えていますね。 
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（阿部委員）２０兆、そうすると、ＧＮＰが今５００兆を超えていますから、５％に行かない。 

（服部氏）とても行かないですね。 

（阿部委員）そうすると、国民の関心は下がってくるんですね。推進派の方というのは、一生

懸命電力料金は上がるんだと、それから、輸入も増えると。コストがかかるというんだけ

れども、国内の人が余りそれで説得されないのは、要するに家庭の所得に占める、支出に

占める電気代というのは、これは電力会社さんが努力した結果なんですけれども、高いと

言われながら、なおかつかなり少ないですね。そうすると、２割、３割電力料金を余計払

っても、それで原発をやらないで済むならという人がかなりいるということなんですね。

その中でどうやって皆さんに関心を抱いてもらって、ちゃんとした議論をするのはなかな

か難しいところで、ここは私もなかなかすぐ答えはないんですけれども、ですから、そう

いう中で、国民目線で対話をするというのは非常に難しい。最近の話でも、高レベル廃棄

物の処理について各地方で議論の場を持っても、なかなか人が来てくれないと。これもま

さに自分のところに来るということにならないと、なかなかみんな大変だと、どうせ俺の

ところは関係ないと思っていると来ないですね。こういったところにどうやって関心を持

ってもらうのは非常に難しいと。 

  真ん中ほどで国際展開、二国間協力を進めなきゃいかんと。そのために二国間協定も大事

だということで、服部さんは日印が今の焦点とおっしゃいましたが、ここはなかなか私、

核不拡散をずっとやってきたものの立場からすると、随分難しいところですね。ある意味

では、核不拡散の立場からすると、インドとの協力というのは、相撲でいうところの禁じ

手なんですね。私、大いにそれはメーカーさん、業界の方は国内がない状況において輸出

に成功して、どんどん協力も進めているのは大いに結構なんですけれども、インドだけは

ちょっと気をつけてほしいなというところで、これはなかなか全てが禁じ手ではないので、

ある種のものは国際的に運用されるということなので、そことの境目をどうやって見きわ

めて、日本としての、日本なりの国として折り目正しいやり方でやっているということを

インドとの関係でどうやって保っていくかというのは、なかなか難しいところだろうと思

います。 

  それから、最後の人材育成についても、どうやって若い人たちに原子力に来てもらうかと。

なかなかこの夢がないというところがありまして、どうやってこの夢を持たせて、この分

野に夢があるから来てくれと言えるか、なかなか難しい。ただ、一つ私として常日ごろ思

うのは、宇宙となると非常に若者は夢を抱き、興味を持っていろいろやりますね。宇宙の
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成り立ち、これはまさに宇宙ができたときに何がどうなったかというのは、まさに太陽の

中で起こっていることであり、ある意味では原子炉の中で起こっていることなので、そこ

からこの同じ問題なんだと。巨視に見ると宇宙の問題であり、マイクロ的に見ると原子核

の問題なんだということで引っ張っていけるかなと思いますが、そういう意味においては、

これからの夢の可能性は、一つの同じ原子力という意味では、核分裂だけじゃなくて核融

合エネルギーがありますね。これは一つの依然として夢として残っていて、国際協力でも

って日本も参加してやっているので、そこに一つの夢がある。そこに同じ原子力として引

きつけるというのはあるかもしれません。 

  なおかつ、もう少し近未来の核分裂の原子力という意味においては、ウラン燃料を使って、

最近注目されている高温ガス炉とか、新しい技術のより安全で、より拡散抵抗性が高いと

いうものについて研究を向けていくと。そこに一つの夢を描くということがあるんじゃな

いかなという気がいたしますが、現場をずっとやってこられた岡委員長はいろいろ違う御

意見もあるかもしれませんが、というようなことで幾つか、それから、そもそも今やって

いる軽水炉のウラン原子炉についても、飛躍的に安全性を向上することによって、皆さん

の不安に応えるというのも一つの目標ではないかと思うので、その辺の目標を掲げていく

というのが私はアイデアかなと思います。 

  以上、簡単なあれですが、私の印象を申し上げました。 

（服部氏）ありがとうございます。二、三コメントしてよろしいですか。 

  まず１点目といいますか、どういう場で対話を進めていくかと。かつて円卓会議というの

をやったことがありますけれども、その評価はいろいろあると思いますけれども、必ずし

も議論が深まったというわけではないと思います。二項対立的なといいますか、そういう

感じの会議に終わってしまったので、やはりあの場に何らかの選択肢を提示するといいま

すか、それをベースに議論するということをしないと、それぞれの土俵の中で議論してし

まいますと、もう両方が全く相入れないようなことの議論の積み重ねになってしまって、

むしろ皆さんがフラストレーションばかりたまってしまうことになってしまうというふう

に思っております。 

  それから、２つ目の先ほどＧＤＰの比率でというお話がありまして、確かにそういうこと

があろうかと思いますけれども、こと電力につきましては、やはり私は選択肢はないとい

うところが、これはパーセンテージだけでは議論できない部分があると思います。ひょっ

としたら、農業につきましては、選択肢は別の手だてで何とかできるということがあろう
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かと思いますので、原子力の場合といいますかエネルギーについては、これはもうなくな

ったらどうしようもないので、国民生活なり産業も国が本当に潰れてしまうというような

ことになろうと思いますので、そこのところについてやはりもう少し議論といいますか、

理解が深まる必要があるんじゃないかと思っております。 

  インドにつきましては、難しい問題ではありますけれども、この問題を逃げないでしっか

り議論すると、なぜインドとできるのか、できないのかというところをしっかり議論する

必要があると思っております。 

  それから、夢のあるところにつきましては、なかなか難しいところであります。宇宙につ

いて先日の冥王星に行ったアメリカの衛星もプルトニウム燃料で行っているというような、

ああいうことは、なかなか一般国民には知らされないんですよね。ですから、ああいうこ

とをもっともっと言って、原子力というのはこういうことで役に立つんだということを言

っていく必要があるというふうに思っております。 

  それからもう一つ、触れられませんでしたが、やはり原子力のエネルギーが中心だけじゃ

なくて、やはり放射線利用のところで相当程度、先ほど申し上げた国際的なといいますか、

地球規模の様々な課題を解決するに非常に大きな寄与をすると。食料の問題とか水の問題

だとか、それから、感染症の問題だとか様々な問題がありますので、そういうところにつ

いて原子力の価値というものがもっともっと私は評価されていいんじゃないかというふう

に思っております。 

（岡委員長）中西先生、いかがでしょうか。 

（中西委員）どうもありがとうございました。全体的によくまとまっているのですが、最初、

阿部委員もおっしゃったように、３Ｅと３Ｓを書いていただくといいと思いました。福島

についてですが、それをどんなふうに消化してきたかということが、もう少し最初のほう

で見えるようになると、一般の人に受け入れられやすいと思います。 

  それから、最後におっしゃった放射線の利用ということですが、原子力以外のことももう

少し念頭に入れていただきたいと思います。ここに書いてあるのは、ほとんど原子力工学

科のことばかりなのですが、原子力工学は総合工学でもあると思います。原子力だけでな

く、他の工学も入れ込むことも必要ではないかということが気になりました。 

  それから、人材育成のところですが、どんどん世の中は変わってきているといいますか、

例えば核セキュリティの問題なんかは昔、余り言われなかったんですね、盗まれてどうの

とか。ですから、例えば研究の原子炉を扱っているところも何かテロがあるんじゃないか
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とか、昔は余り気にしなかったことがいろいろ出るようになってきたと。それからあと、

原子力研究開発機構でも核セキュリティの関係の部署もできて、フォレンジックですね。

核鑑定といいましょうか、そのためには少量の核、いろんなアイストとか放射性物質があ

ったときに、その履歴からどこから出たものかとか、環境中のほんのちょっとのものがあ

れば分析して科学系、物理系からいろんなことがわかってくるわけですよね。 

  ですから、そういうほうに非常に目が向いていて、オバマ大統領が２０１８年までに放射

化学のできる人を４０名ドクターを出すということで、お金とかをぼんと出したことは御

存じかと思うんですけれども、やはり例えば放射化学の人たちも物すごく数が減ってきて

いるわけでして、もう原子力工学科以上ですよね。いろいろ今回の福島でも化学的なこと

をちゃんと調べることができる人は本当に少ないですね。ＩＡＥＡでは科学的性質だけじ

ゃなくて分析、年代測定なんかも含めていろいろ人を確保しようとしているので、そうい

う安全といいますか、テロといいますか、そういうことに重なるようなところも少し増え

ていただけるといいなと思いました。 

  人材育成ネットワークということ自体は、この前、学術会議でもシンポジウムがありまし

たけれども、非常にもっとこの前の会議では、幅を広げていろんな人を育成していこうと

いうことは原子力に取り込んでいくということは、学会のほうの主催の方もおっしゃって

いました。それで、もう一つは先ほど言われた原子力自体のいろんなもので、放射線を利

用する場合に、大型機器を使って、最後ですか、研究炉等大型機器の教育ということをま

ず書いてあるんですけれども、これは目立つから大型機器なんですけれども、本当は身近

で各大学が小さな加速器まで言わなくても、小さな線源とか装置とかを使うことが一番人

材育成に効くんだと思うんですね。大型機器を使う人の数は、研究者の中ではとても限ら

れているので、身近でどんどん使えるということを入れていって、考えなくちゃいけない

と思っています。 

  それからあと、ちょっと散漫的ですみません。私、原子力の発電のほうをずっといろいろ

見させていただいて、やはりもっと研究面が足りないんじゃないか、人が足りないという

こともあるんですけれども、あれだけのエネルギーを持つものを使って、もっと日本が世

界に冠たるような例えば発電所なんかをつくっていけるんじゃないかと思うんですが、そ

ういう研究が長く時間はかかると思うんですが、余り行われていないんですね。 

  例えば車ですと、エンジンはもう日本が一生懸命、昔はできなかったのに、世界に冠たる

エンジンをつくっていくようなところになっていますよね。ということは、それに附随す
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るいろんな技術も発達してきて、安全の考え方も育っていると思うんですが、何かやっぱ

りいろいろな問題があることは承知しているんですけれども、原子炉自身を総合工学とし

て捉えて、もっと１００年後、２００年後を目指してもいいんですけれども、すばらしい

ものをつくるというのは、そういう研究がもっと夢を与えるというとちょっとあれなんで

すけれども、夢でなくても地道な研究がもうちょっとあってもいいのではないかなと思っ

ています。 

  ちょっと散漫になりましたが、そんなところ、特に人材育成のところは気になるので、少

し言わせていただきました。以上でございます。 

（服部氏）ありがとうございました。３Ｅとか３Ｓのところは、あえてといいますか、３Ｅ＋

Ｓというのは原子力を進めるということになれば、これが大前提であるということであえ

て書かなかったというところがありまして、特に意図はございません。そういうふうに感

じられるということであれば誤解のないように書き改めていきたいと考えます。 

  福島の反省につきましては、原子力委員会委員長の談話のところにもありますように、ま

さにこれが大前提でありますので、福島の復興と再生なくして日本の原子力の将来はない

というのを常にそれは心にとどめてやっていく必要があるというふうに思っております。 

  それから、人材育成のところで様々触れられました。最後のところの研究といいますか、

発電のところについて、まだ原子力発電所ができてからせいぜい６０年ぐらいの歴史しか

ないのですね。その間に大きな変更があったかというと、決してそうじゃなくて、まさに

エボリューショナルなずっと進化を遂げながら来たのです。その辺が少し自動車なんかと

比較しますと、研究開発という面ではまだまだだというふうな感じはしております。例え

ばＰＷＲですと一次系の圧力は１４０気圧で固定されておりますし、ＢＷＲも７０気圧と、

これが６０年、７０年前に考えられて、あれからほとんど進化していないのですね。超臨

界のことが少し今研究をされておりますけれども、それにしても、おっしゃるとおりそう

いうところについてのどれだけのリソースを割いているかと、まさにしっかりとしたポー

トフォリオを持って取り組んでいくことだと思うのですけれども、それがちょっと私がさ

っき言った安全の面で、全体の再構築が必要であると。国がやることと民がやることと、

それから、大学がやることと、その辺をどういうふうに役割分担しながら、時間軸を考え

てどれだけの投資をしていくべきなのかというのをどこかでしっかり議論する必要がある

んじゃないかなと思っているところであります。 

  というところで、いろいろ御指摘いただきまして、ありがとうございました。 
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（岡委員長）私からも、大変包括的にすばらしい御意見をいただきまして、ありがとうござい

ます。幾つか御意見伺って考えました。一番最初は国民の理解ですか。これ今おっしゃっ

ていて非常に重要なことであるということなんですが、まず情報提供の努力をもっと一生

懸命しないといけないのではないか。わかりやすい情報はもちろんなんですが、その根拠

となっているきちんとした研究結果報告書、そういうものはほとんど国民が探しても出て

こない、あるいはなかなか書かれていない、解説も余り書かれていない、そういう状態に

あるのではないか。英語圏、英国なんかでは、こういう情報がきちんとあると、コンサル

タントもたくさんいるので、いろんなことで非常に厚い知識が国民に届くようになってい

ると。それが日本では極めて弱いなという感じがいたしまして、こういう状態で何か議論

しますと、ちょっと言葉は悪いですが、ポピュリズム的になりがちだと思うんですね。 

  それはまた国民にとってマイナスなのではないかと思いますので、基本的考え方の中にも

エネルギーにおける日本の特殊な位置とかいうふうなことはもちろん書かないといけない

とは思うんですけれども、やっぱりそれが上から目線で国民に理解しなさいよと言っただ

けでは、理解される世の中ではないので、世の中も変わってきているのではないかとおも

います。もちろんそういうことをきちんと検討したところが言うことは必要だと思うんで

すけれども、情報提供というのが、しかも、国民は一つじゃなくて非常に多様な存在だと。

いろんな方がいる、主婦もいれば、もちろんサラリーマンもいるし、それから、収入もい

ろんな方がいるというふうなことで、国民の意見が１つになるということは、なかなか期

待をするのではないけれども、言っていることをとにかく届ける届くようにするというこ

とはまず必要で、それが非常に不足をしていると。 

  これは産業界のほうがやるべきこと、それから、行政がやるべきことあるいは研究機関が

やるべきこと、あるいはサイエンティストがやるべきこと、いろいろあって、それぞれが

それぞれで努力をすると。米国の例でいいますと、３マイル島原子力発電所事故の後、一

生懸命努力して今の状態になって、それは国民理解の根本は、やっぱり彼らが示している

すばらしいパフォーマンスといいますか、安全の実績といいますか、そういうもので理解

が裏打ちされているのではないでしょうか、我々は国民の信頼を一回失っているわけです

けれども、非常に長い時間をかけてそれを構築することを一生懸命分担してやらなければ

いけない。 

  それから、イギリスにはＢＳＥ問題というのがございまして、これから長年かけて努力を

して、今イギリス政府は行政の情報が全部ガバメントＵＫというサイトで出るようになっ
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ています。日本の行政のほうも専門部会とか審議会とかいろいろ検討があって、それはそ

れでホームページに出ているんですけれども、多分全体を理解するには至らないので、

我々もそういうところで、できるところは何とかできないかなというふうなことは参事官

とも議論をしています。また、そういう情報の出方も課題がある。ある意味で審議会、専

門部会という形でそれはよく検討された情報ではあるんですが、必ずしもそれだけでいい

ということでもない、諸外国は必ずしもそうでもないというふうなこともあって、情報を

つくって、いかに出すか、届けるか、特にソーシャルメディアで検索したときに出てくる

かどうかというところあたりが課題ではないか。今までは電力会社は地元のほうは非常に

一生懸命やられてきた。今申し上げたことはある意味では新しいチャレンジといいますか、

産業界にとっても新しいチャレンジだし、行政にとっても、どちらかというと上から目線

を変えて情報を届けるという意識にしないといけないのでチャレンジです。できるところ

からやっていくと。専門部会の情報なんかは非常に詳しく出ていますので、それが全体と

つながって見えるようにするだけでも大分違うのかなと思っております。 

  それと、国民の理解のところなんですけれども、もう一つはやっぱり原子力界は変わった

よというふうに長年の実績を積み重ねていくことが必要ですけれども、基本的考え方でこ

れでは前と一緒じゃないかと言われると、非常にまずい、変わらないといけない。それで、

やはり我々はそちらに課題をどこかに書いていただいておりますけれども、やっぱりいろ

いろ課題が、過去の生じている問題から課題がある、６ページですか、これを我々自身が

気がついて直していかないといけない。必ずしも十分気がついていないところもあるので

はないかと思います。原子力を国策ということによる関係者の甘えあるいは責任所在の不

明確さといいますか、それが例えばサイクル事業の遅延になったり、総括原価のマイナス

面になったりとかということもあろうかと思うので、それはお書きになった輝く日本の貢

献ということで我々がどう貢献できるかというコンテストで整理をするのではないかと思

うんです。 

  それから、責任の理解にも行政の責任は何だということ、これははっきりしたほうがよく

て、米国は、行政の責任は透明な行政手続をちゃんとやっているかという行政手続の責任

であるということで、そのために文書をつくって手続を透明にしないといけないというふ

うなことで、この責任というものは、それぞれご関係のところにおいて違うんだけれども、

それについてもきちんと理解をして、それぞれが役割を果たすということにしないといけ

ないのではないかと。 
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  それからもう一つは、なかなか俯瞰力がある人材力がいないよとよく言われるんですけれ

ども、これは私が思うに、やっぱり軽水炉導入で部分をつくれば全体ができたということ

も影響したのではないか。これは大学も実は似た構造になっておりまして、講座が縦割り

で原子力何々工学という名前を冠したものになっているところもある。それから、研究開

発機関もそういうことで、どちらかというと、分断された専門分野の専門家がいっぱいい

る集団になってしまっている、これも我々の大きな反省で、これをどういうふうに直すか

というと、実は仕事を通じて直すしかないんじゃないかと思います。 

  どういうことかというと、例えば研究開発ですと、知識基盤をつくるという作業を通じて

俯瞰力が養えます。で自分の専門分野を超えていろんなことを知らないといけなくなりま

すので、報告書もそうじゃないと書けなくなります。それから、軽水炉導入でしたので、

米国の計算コードとか何とかかんとか利用できたんですけれども、実際は過酷事故につい

ても日本では自前の使えるコードがなかった。産業界はマープというコードがありました

けれども、日本は過酷事故以外でも公開のコードで、皆さんが大学とか研究機関が普通に

使えるものが極めて少ない。安全規制のコードは当然公開されないといけないんですけれ

ども、そういうことも非常に弱くて、公開されて皆が使うことで、知見を横断的に俯瞰力

がある形でつくっていくことができる。コードをつくる過程が知識を集めて、そういうも

のになる、プロダクトになると、そういうところが非常に弱かったのではないか。 

  これは、まずそれに気がついて、自分たちできちんとそういうものを整備して、厚い知識

基盤をつくる必要がある。逆に言うと、大学も研究開発機関も産業界もそれぞれ相手が関

係ないとか役に立たないとかいうんじゃなくて、それぞれ３つが全部必要で、それぞれ役

割を果たすということが厚い知識基盤にとって絶対に必要なんだという認識が我々は極め

て希薄だったのではないか。まず、それをきちんと認識しない限りにおいては、産業界は

研究機関に期待しないとか大学に期待しないという変な意識がまかり通るので、それはま

さに今の厚い知識基盤がなかったことが我々の問題だったんだという認識が極めて不足を

しているんだということではないでしょうか。産業界、研究開発機関、大学はそれぞれプ

ロダクトが違います。 

  プロダクトというのは、産業界の場合は製品とサービスだと思います。大学の場合は学生

と研究論文だと。研究開発機関は、実は研究論文なんかではなくて、利用するための知識

の集積といいますか、さっきの計算コードをつくることとか、セーフティケースといって

安全の基盤となるデータを蓄積することとか、それを使える形にすることとか、そういう
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ことなんだと思うんですが、それぞれがそれぞれのプロダクトは何だということを意識し

て仕事することが必要なんじゃないかと。 

  ロードマップが最近よく言われるんですけれども、これプロダクトが何かよくわからない。

３年、５年、１０年でどんなものをあなた方は仕事として、プロダクトとしてつくり上げ

るんですかというのをもっとはっきりしていただけると、本当のロードマップになるんで

はないかと。何をやりたいのかや、１０年間の作業計画がロードマップではなくて、３年

目にどんなものができて、５年目にどんなものができて、１０年目にどんなできている、

これはこういう価値があるものですよというのがロードマップであるはずであって、何か

ロードマップがちょっと違うんじゃないかという感じがしています。 

  エネルギーの問題について言えば、先ほど服部さんがおっしゃったとおり、日本は極めて

特殊な地勢的な状況にあって、天然ガスを液化して持ってこないといけないから、日本で

は非常に化石燃料が高いと、これはハワイと一緒だと豊田様がおっしゃったんだけれども、

日本列島をハワイのように太平洋の真ん中に置いてみたら我々の特殊な状況が極めてわか

りやすい。実はこんな国は極めて例外で、韓国だってロシアから天然ガスをパイプライン

で輸入しようとしていますから、そういう状況で日本は原子力が非常に有利な状況で、役

割が非常に明快にあるんだと思うんですけれども。ただ、技術の進歩ということを考えま

すと、そんなに甘いわけではなくて、例えばガスタービンコンバインドサイクルが２５年

前に実用化して、今非常に持てておりますけれども、これだっていつまで続くかわからな

い。もしかしたらたとえば将来は燃料電池が家庭に入って、ガス会社によって、電力会社

の家庭用の電力マーケットが大きく変わるかもしれない、それは２５年後に起こるかもし

れませんというわけで、技術革新に対する我々のチャレンジというのは、今の単に守って

いくとかそういうものでは多分済まないのではないかと。こういう視点も入れて原子力の

基本的考え方をつくらないといけないんではないか。 

  それから、阿部先生がおっしゃった宇宙なんですが、実は原子核の利用、科学技術を利用

するのが原子力ですので、実は宇宙ともすごく関係していて、先ほどおっしゃった核融合

なんかは、まさに宇宙の新しい物理を探求していることにもなります。。放射線利用のあ

る部分もほとんどそれで、そういう形で我々は原子力の科学技術のところをもう一遍見直

すのも、エネルギー以外の部分を見直すのも一つの役割だと。 

  何かちょっとマイナスなことばかり申し上げた気がしますすけれども、そうでもなくて、

軽水炉でも、ものをつくる技術は、これは日本が本当に世界の一番で、今も物すごくすば
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らしいものがあると。これはメーカーさん、電力さんが協力してなさったことだと思うん

ですけれども、この能力をやっぱり維持、発展させないといけません。ものづくりの革新

というのは、三次元プリンタもありますし、ＩｏＴというのも進んでいますし、こういう

ものを念頭に入れて日本のものづくり、原子力発電所をつくって運営するすばらしい能力

を発展させるということが必要ではないでしょうか。安全のことは特に過酷事故について

しっかりやらないといけないということはもう言うまでもないんですけれども、作る技術

のようにすばらしいところを伸ばしていくと、そういう必要もあると。 

  それから、人材育成なんですけれども、私は大学でこれをやっておりまして、服部様とま

ともにちゃんと話したことがないというのは、これは非常に問題だということを感じてお

りまして、実は人材育成は非常に広くて、大学の役割もあるし、それから、研究開発の役

割もあるし、それから、産業界の会社に入ってからの継続教育のような研究開発機関の役

割もあるということで、これもさっきのそれぞれが責任をまず果たして、しかし、連携を

するんだと、情報交換をするんだということで、御提案いただきました原子力委員会にい

ろんなそういう連携の役割を期待するということは、基本的考え方の中でそれを全て書く

ことはできないんですけれども、基本的考え方をつくった後、それぞれ重要な部分はフォ

ローしないといけないのではと思っております。 

  お話を伺いながらこちらの意見を申し上げてしまいましたけれども、意見交換もこの場の

重要な役割ですので、もし御注意、御意見等ございましたらお願いをいたしたいと思いま

す。ありがとうございます。 

（服部氏）今、委員長からお話があったのは、特にコメントはございませんで、改めてもう一

度よく考えてみながら、もう少しこういう機会と言ったら何ですけれども、フランクに話

し合いながら考え方をまとめていくというプロセスが私は大事じゃないかなと思っている

んです。是非今回は初めてこういうことの場だったんですけれども、これから基本的考え

方をまとめていくプロセスの中でも、いろいろ意見交換といいますか議論をしていくこと

が必要じゃないかなというふうに思っているところであります。 

  ということで、個別の問題につきまして特にコメントするようなことはございませんが、

ありがとうございました。 

（岡委員長）ありがとうございます。そのほか、先生方ございますか。よろしいですか。 

  それでは、大変すばらしい発表をありがとうございました。 

  それでは、その次の議題をお願いいたします。 
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（室谷参事官）それでは、その他案件でございます。 

  資料第５号として、第２１回原子力委員会議事録を配付いたしております。 

  今後の会議予定について御案内申し上げます。次回、第２９回原子力委員会の開催につい

てでございますが、７月２８日１０時半から８号館５階共用Ｃ会議室を予定いたしており

ます。議題等は確定し次第、ホームページなどにて皆様に御紹介する予定でございます。 

  以上でございます。 

（岡委員長）そのほか委員から御発言ございますでしょうか。 

  それでは、御発言ないようですので、これで本日の委員会を終わります。 

  ありがとうございました。 

－了－ 

 




